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建   設 
 

 

公園及び 都市の緑化に つ い て は， 市民に 親し ま れる 公園緑地の充実を 図る と と も に ，

市電軌 道敷や街路の緑化， 市民と の協働に よ る 緑化活動の促進に よ り ， 花と 緑が彩る

ま ち づ く り に 取り 組ん で い る 。  

都市計画に つ い て は， 歩い て 暮ら せる コ ン パク ト な ま ち づ く り の実現に 向け ， 立地

適正化 計画等に よ る き め細かで 質の高い 土地利用の推進を 図る ほか， 市街地再開発及

び 住宅 団地の活性化に 向け た 取組の促進や， 土地区画整理事業の推進に よ り ， 機能性

の高い 都市空間の形成に 取り 組ん で い る 。  

住宅及び 建築に つ い て は， 多様な 居住ニ ー ズ に 対応す る 安心・ 安全で 暮ら し やす い

住環境 の構築を 図る ほか， 計画的で 効率的な 維持保全に よ る 建築物の長寿命化や， 公

共建築 物に お け る 省エ ネ ルギ ー の推進に 取り 組ん で い る 。  

道路， 河川等に つ い て は， 幹線道路網の整備や交通需要に 即し た 道路等の整備， 橋

り ょ う 等の長寿命化のほか， 河川改修等に 取り 組ん で い る 。  

１ 公  園 

(1) 公園緑地整備と現況 

本市の都市公園は695カ 所， 総面積471. 54haで ， 市民１ 人当た り に 換算す る と 8. 11㎡

と な っ て い る 。  

公園緑地は， 市民に 潤い と 安ら ぎ を 与え る と と も に ， ス ポ ー ツ ・ レ ク リ エ ー シ ョ ン

活動， 健康づ く り や地域コ ミ ュ ニ テ ィ 等の場， さ ら に は災害避難地と し て の機能を 担

う な ど ， 重要な 役割を 果た す こ と から ， 全市的に 調和のと れた 配置と 拡充に 努めて い

る 。ま た ，多様化す る 公園緑地へのニ ー ズ に 対応す る た め，既設公園の再整備を 行い ，

全て の 人に と っ て 利用し やす い 公園づ く り に 取り 組む こ と と し て い る 。  

主な も のと し て ， こ れま で に かご し ま 健康の森公園や鹿児島ふれあ い ス ポ ー ツ ラ ン

ド を は じ め ， 郊外に あ っ て ハイ キ ン グ 等を 楽し め る 自然志向型公園の錦江湾公園， 豊

かな 緑 を 生かし ，「 ふる さ と 考古歴史館」 を 内包し た 慈眼寺公園，市街地中心部で は「 緑

と 水と 光」 を テ ー マ に 明る く 開放的な イ メ ー ジ を 基調と し た 中央公園，「 市民や観光客

のふれ あ い 交流の場」 と し て の共研公園，「 に ぎ わい と 多様な 交流空間の場」 と し て の

天文館 公園，「 市民， 病院来訪者な ど が気楽に 散策で き る 緑地」 と し て の上荒田の杜公

園，「 鹿児島駅周辺地域の交流と に ぎ わい の拠点」 と し て の上町の杜公園，「 中心市街

地の回 遊性の向上に 資す る 新た な 潤い の拠点」 と し て の加治屋ま ち の杜公園， 都市近

郊の豊 かな 緑や自然的・ 歴史的特性を 生かし た 多賀山公園， さ ら に ， 小野・ 伊敷地区

に は硬 式野球ので き る 広場を 備え た 小野公園， 吉野地区に は寺山ふれあ い 公園， 桜島

地区に は古里公園を 整備し て い る 。  

(2) かごしま健康の森公園 

市制 100周 年の 記 念事 業の １ つ で ， 市 民の 健康 づ く り の 拠点 と し て 犬 迫町 の丘 陵地

に 設置 さ れ， ス ポ ー ツ やレ ク リ エ ー シ ョ ン ， 遠足・ 園外保育等， ま た ， 地域の交流の

場と し て ， 開設以来多く の市民に 広く 利用さ れて い る 。  

開設年月日 平成４ 年４ 月１ 日  
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位   置  犬迫町825 

面   積  336, 632㎡ 

利 用 時 間 午前８ 時30分〜午後９ 時 

（ た だ し ， プ ー ルに つ い て は， 午前８ 時 30分〜午後８ 時ま で ）  

休 業 日 12月30日〜１ 月２ 日 

（ た だ し ， プ ー ルは火曜日（ 休日のと き は翌平日） も 休み）  

駐 車 場 約1, 200台 

主 要 施 設 記念広場（ 噴水・ カ ナ ー ル・ カ ス ケ ー ド ）  

多目的広場・ フ ァ ミ リ ー 広場（ 芝生広場）  

わん ぱく 広場 

桜広場（ 展望台）  

運動広場（ サッ カ ー ， ラ グ ビ ー ）  

テ ニ ス コ ー ト （ 砂入人工芝７ 面）  

プ ー ル（ 温水プ ー ル， 温泉プ ー ル， ウ ォ ー タ ー ス ラ イ ダ ー ）  

体育館（ バド ミ ン ト ン ， 卓球， バレ ー ボ ー ル， バス ケ ッ ト ボ ー ル）  

パー ク ゴ ルフ 場（ ９ ホ ー ル×４ コ ー ス ）  

相撲場（ １ 面）  

自然観察園， こ も れび の散歩道， ボ タ ン ・ シ ャ ク ヤ ク 園  

ジ ョ ギ ン グ コ ー ス  

(3) 鹿児島ふれあいスポーツランド 

ス ポ ー ツ やレ ク リ エ ー シ ョ ン 活動を 通じ て ， 気軽に 心身のリ フ レ ッ シ ュ や健康づ く

り ， 交 流活動な ど を 楽し め る 総合公園と し て ， 平成 16年に 市の施設が， 26年に は県立

サッ カ ー ・ ラ グ ビ ー 場が開設し ， 多く の市民に 広く 利用さ れて い る 。  

位   置  中山町591-1 

利 用 時 間 午前８ 時30分〜午後９ 時 

（ た だ し ， プ ー ルに つ い て は， 午前８ 時 30分〜午後８ 時。 屋内運動

場に つ い て は， 午前９ 時〜午後９ 時）  

休 業 日 12月30日〜１ 月２ 日 

（ た だ し ，プ ー ル，ト レ ー ニ ン グ 室は水曜日（ 休日のと き は翌平日）

も 休み）  

○ ふ れあ い ス ポ ー ツ ゾ ー ン （ 平成 16年10月16日開設）  

面   積  399, 600㎡ 

駐 車 場 約900台 

主 要 施 設 屋内プ ー ル（ 25ｍ プ ー ル， ウ ォ ー タ ー ス ラ イ ダ ー ， 歩行浴， 温泉保

養コ ー ナ ー な ど ）， 屋内運動場（ グ ラ ウ ン ド ゴ ルフ ， テ ニ ス ， フ ッ ト

サルな ど ので き る 屋内運動場）， ト レ ー ニ ン グ 室（ 各種ト レ ー ニ ン グ

マ シ ー ン を 備え た ト レ ー ニ ン グ ス タ ジ オ ）， Ｅ Ｘ ス タ ジ オ（ ダ ン ス や

エ ア ロ ビ ク ス な ど がで き る フ ロ ー リ ン グ ス タ ジ オ ）， 運動広場（ 芝生

広場， ク レ イ 広場）， ふれあ い 広場・ 花の広場（ 交流や休息がで き る

芝生広場， 四季の花木な ど を 楽し め る 広場）， 林間ス ポ ー ツ 広場（ グ

ラ ウ ン ド ・ ゴ ルフ が楽し める 広場）， ピ ク ニ ッ ク の丘（ ピ ク ニ ッ ク や

散策， 休息が楽し め る 広場）， 渓流の散歩道・ 親水広場（ 自然の魅力

を 楽し む 散歩道， 水に 触れ合え る 池のあ る 広場）  
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○ 鹿 児島県立サッ カ ー ・ ラ グ ビ ー 場（ 平成 26年２ 月１ 日開設）  

面   積  105, 000㎡ 

駐 車 場 約500台 

主 要 施 設 メ イ ン グ ラ ウ ン ド （ 天然芝１ 面）， サブ グ ラ ウ ン ド （ 天然芝１ 面・ 人

工芝１ 面）， 多目的広場（ 練習用フ ィ ー ルド ）， ク ラ ブ ハウ ス（ 受付・

事務所・ 審判室・ 交流ス ペ ー ス ・ シ ャ ワ ー 更衣室・ 保健室）  

(4) 都市公園の現況 

（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

公園種別 

開  設  公  園 

都市計画公園 都市計画外公園  計 

箇 所 面積（ ha） 箇 所 面積（ ha） 箇 所 面積（ ha） 

街 区 公 園 122 29. 05 500 67. 73 622 96. 78 

近 隣 公 園 15 25. 49 22 36. 61 37 62. 10 

地 区 公 園 4 19. 61 3 14. 13 7 33. 74 

総 合 公 園 4 130. 22   4 130. 22 

運 動 公 園 1 43. 15   1 43. 15 

特

殊

公

園 

風 致 公 園 2 37. 10 1 1. 00 3 38. 10 

動 物 公 園 1 29. 34   1 29. 34 

墓 園 2 10. 90   2 10. 90 

歴 史 公 園   2 1. 84 2 1. 84 

緑 道 1 14. 80 2 0. 90 3 15. 70 

都 市 緑 地 1 0. 80 10 7. 43 11 8. 23 

緩 衝 緑 地   2 1. 44 2 1. 44 

合 計 153 340. 46 542 131. 08 695 471. 54 

１ 人 当 た り 面 積 4, 715, 400㎡÷581, 541人≒8. 11㎡ 

※人口は令和７ 年３ 月１ 日現在の推計人口  
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２ 緑化事業 

市民や事業者等と の協働に よ る 緑 化活動の仕組みづ く り を 進め ， 緑の保全や創出に

取り 組 むこ と に よ り ， 花と 緑で 彩る ま ち づ く り を 推進す る 。  

(1) 都市緑化 

① 公園の緑化 

緑の拠点と し て 緑化を 進め る と と も に ， 多様な 公園の整備に あ わせ， そ れぞ れの

特徴を 生かし た 緑の質の向上を 図 る 。  

② 街路の緑化 

周辺のま ち な みの状況や歩行空間に 適し た 樹種への植替， 緑陰等を 考慮し た 適正

配置な ど 街路樹の再生（ 質の転換） に 取り 組む 。  

街路樹の状況（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

管理者別 市 道 

本    数  842, 031 

街路 樹 の 樹種 別本 数（ 高木）               （ 令 和 ７ . ４ . １ 現在 ） 

樹 種 クスノ キ 
クロガネ 

モ  チ 
サクラ  

タ イワン 

フ   ウ 
ヤマモモ その他 計 

本 数 4, 297 2, 439 1, 341 469 452 7, 156 16, 154 

割合（ ％） 26. 6 15. 1 8. 3 2. 9 2. 8 44. 3 100 

（ 低木）  

樹 種 
ヒ ラド  

ツツジ 
カンツバキ サツキ 

ヒ ノ デ 

キリ シマ 

シャリ ン 

バ  イ 
その他 計 

本 数 390, 255 97, 576 91, 505 57, 725 48, 319 140, 497 825, 877 

割合（ ％） 47. 2 11. 8 11. 1 7. 0 5. 9 17. 0 100 

③ 市電軌道敷の緑化 

ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 現象の緩和や都市景観の向上を 図る た め， 芝生等に よ る 市電軌

道敷の緑化の維持管理を 行い ， 潤い と 安ら ぎ のあ る 都市空間を 創出す る 。  

④ 公共施設の屋上・壁面緑化 

整備実績（ 直近５ カ 年）  

令和２ 年度 天文館公園公衆ト イ レ （ 壁面）  

令和３ 年度 整備実績な し  

令和４ 年度 整備実績な し  

令和５ 年度 整備実績な し  

令和６ 年度 加治屋ま ち の杜公園公衆ト イ レ （ 壁面）  

(2) 花と緑のまちづくり 

① 花壇等の維持管理 

四季を 通じ て 花に 囲ま れた 街づ く り を 推進す る た め ， 花壇の維持管理を 行う 。  

② 花と緑の彩り活動の促進 

花 壇 な ど を 管 理 し て い る 町 内 会 や 通 り 会 な ど に 対 し て 花 の 苗 を 配 付 す る こ と に

よ っ て 市民と の協働に よ る 花と 緑で 彩る 活動を 促進す る 。  

③ フラワー・パートナーの普及拡大 
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花壇やプ ラ ン タ ー の維持管理に 対す る ス ポ ン サー やサポ ー タ ー と な る フ ラ ワ ー ・

パー ト ナ ー に つ い て さ ら な る 制度の周知広報に 努め ， 普及拡大を 図る 。  

フ ラ ワ ー ・ パー ト ナ ー （ 令和 ７ . ４ . １ 現在）  

ス ポ ン サー 数17者（ 花壇５ 箇所， プ ラ ン タ ー 24基）  

サポ ー タ ー 数２ 者（ 花壇２ 箇所）  

④ 甲突川の桜並木再整備に向けた取組 

老木化やシ ロ ア リ 被害等を 受け ， 衰退が懸念さ れる 甲突川の桜並木を ， に ぎ わい

と 潤い が共存す る 新た な 桜の名所と す る た め ， 再整備に 向け た 取組を 進め る 。  

(3) 緑化の普及啓発 

① 街路樹愛護活動の普及拡大 

町 内 会 や あ い ご 会 な ど に よ り 地 域 内 の 植 栽 帯 の 清 掃 な ど の ボ ラ ン テ ィ ア を 行 う

歩道緑地帯管理団体に つ い て さ ら な る 制度の周知広報に 努め ， 普及拡大を 図る 。  

歩道緑地帯管理団体（ 令和７ . ４ . １ 現在 151団体， 奨励金 １ 団体につき12, 000円）  

② グリーンバンク制度の運用 

市民が撤去等を 予定し て い る 樹木等の寄付を 受け ， こ れを 公園等に 植栽す る こ と

に よ っ て ， 市民生活環境の向上と 緑化の推進を 図る 。  

③ 花と緑のふれあい 

ア  花と 緑の相談員の設置     

 イ  ふれあ い 園芸教室の開催（ 年１ 回）  

④ 民間施設の屋上・壁面緑化の促進 

「 鹿児島市民間建築物屋上・ 壁面緑化助成事業」 に よ り ， 市街化区域内の民間施

設の屋上や壁面緑化の初期投資に 対す る 助成を 行う 。  

３ 都市計画概況 

都市計画の基本は， 都市の健全な 発展と 秩序あ る 整備を 図り ， 公共の福祉に 寄与す

る こ と で あ る 。  

本市は平成16年11月の合併に 伴い ， ５ つ の都市計画区域が 併存し て い る 。  

土地利用の適切な 誘導と 均衡あ る 発展を 図る た め に ，「 市街化区域」 及び「 市街化調

整区域 」 の区域区分並び に 用途地域の指定を はじ め ， 道路・ 公園・ 緑地・ 下水道等の

都市施 設を 都市計画に 定め ， 整備を 逐次進め て い る 。  

(1) 土地利用計画（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

① 都市計画区域 

 鹿児島 吉田 喜入 松元 郡山 合計 

都市計画区域 29, 021ha 650ha 2, 905ha 3, 171ha 2, 740ha 38, 487ha 

② 市街化区域及び市街化調整区域 

 鹿児島 吉田 喜入 松元 郡山 合計 決定告示 備考 

市街化区域 
8, 378ha 

（ 21. 8％）  
− − − − 

8, 378ha 

（ 21. 8％）  令和6. 3. 29 

（ 変更決定） 

当初決定 

昭46. 2. 12 
市街化調整区域 

20, 643ha 

（ 53. 6％）  
− − − − 

20, 643ha 

（ 53. 6％）    
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③ 用途地域 

用途地域 
鹿児島 吉田 喜入 松元 郡山 合計 割合 

（ ％）  
備考 

面積( ha)  面積( ha)  面積( ha)  面積( ha)  面積( ha)  面積( ha)  

第一種低層住居専用地域 約3, 888 約44 − 約29 約10 約3, 971 44. 6 
・ 鹿児島 

令和6. 3. 29 

当初決定 

昭和48. 6. 18 

 

・ 吉田 

平成21. 8. 11 

 

・ 喜入 

令和6. 3. 29 

 

・ 松元 

平成16. 4. 1 

当初決定 

平成9. 1. 31 

 

・ 郡山 

平成16. 9. 1 

当初決定 

平成4. 9. 1 

第二種低層住居専用地域 約 158 − − − − 約158 1. 8 

第一種中高層住居専用地域 約 209 約1. 5 − 約139 約59 約408. 5 4. 6 

第二種中高層住居専用地域 約 816 約9. 5 約71 約8. 7 − 約905. 2 10. 2 

第 一 種 住 居 地 域 約 862 − − 約54 約18 約934 10. 5 

第 二 種 住 居 地 域 約 93 − − − − 約93 1. 0 

準 住 居 地 域 約 204 − 約23 約15 約7. 6 約249. 6 2. 8 

近 隣 商 業 地 域 約 289 − − 約11 約3. 2 約303. 2 3. 4 

商 業 地 域 約 515 − − − − 約515 5. 8 

準 工 業 地 域 約 525 − − 約14 約5. 3 約544. 3 6. 1 

工 業 地 域 約 237 − − − − 約237 2. 7 

工 業 専 用 地 域 約 582 − − − − 約582 6. 5 

合 計 約8, 378 約55 約94 約270 約103 約8, 900 100. 0 

備考） 防火地域123ha， 準防火地域766ha， 風致地区1, 039ha， 臨港地区255. 8ha， 特別用途地区781. 3ha 

特定用途制限地域489ha， 居住環境向上用途誘導地区158ha， 駐車場整備地区580ha， 流通業務地区61ha 

高度地区31ha， 高度利用地区5. 2ha， 地区計画（ 36地区， 約591. 75ha）  

(2) 都市計画道路整備状況 

（ 令和７ . ３ . 31現在）  

道路種別 

 

区分 

国道 

県  道 

市道 合計 
進捗率 

( ％)  主要地方道 一般地方道 小計 

鹿児島都市 

計 画 区 域 

計画決定 
延長( ㎞)  36. 15 27. 79 24. 42 52. 21 148. 99 237. 35 − 

面積( ha)  80. 79 64. 74 55. 88 120. 62 251. 44 452. 85 − 

改 良 済 
延長( ㎞)  28. 25 24. 04 20. 04 44. 08 132. 80 205. 13 86% 

面積( ha)  66. 47 56. 93 48. 87 105. 80 226. 53 398. 80 88% 

 

う ち 

市街化 

区 域 

計画決定 
延長( ㎞)  30. 00 26. 22 19. 07 45. 29 143. 47 218. 76 − 

面積( ha)  68. 36 61. 00 47. 09 108. 09 243. 64 420. 09 − 

改 良 済 
延長( ㎞)  25. 87 23. 48 17. 12 40. 60 131. 18 197. 65 90% 

面積( ha)  59. 89 55. 71 43. 97 99. 68 223. 98 383. 55 91% 

郡 山 都 市 

計 画 区 域 

計画決定 
延長( ㎞)  1. 52 3. 36 0. 00 3. 36 1. 49 6. 37 − 

面積( ha)  3. 04 5. 15 0. 00 5. 15 1. 94 10. 13 − 

改 良 済 
延長( ㎞)  0. 67 2. 28 0. 00 2. 28 0. 90 3. 85 60% 

面積( ha)  1. 34 3. 59 0. 00 3. 59 1. 17 6. 10 60% 
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４ 港  湾 

(1) 鹿児島港の現状 

港湾管理者 鹿児島県  

明治40年10月   「 重要港湾」（ 旧法） に 指定  

大正８ 年７ 月11日 「 開港」 勅令333号。 長崎税関鹿児島支署設置  

昭和26年１ 月19日 「 重要港湾」（ 現法） に 指定 政令第４ 号  

鹿児島港は本市の海の玄関口で あ り ， 穀物及び 飼料を 中心と す る 貿易や県内外の物

流の拠 点で あ る 。  

港は南北約20㎞に わた り ， 桜島フ ェ リ ー ， 種子・ 屋久航路， 三島・ 十島航路等の発

着場と な っ て い る 「 本港区」， 奄美・ 沖縄航路等の発着場と な っ て い る 「 新港区」， 大

隅 方面 へ の フ ェ リ ー の発 着場 と な っ て い る 「 鴨 池港 区」， 大 型ク ルー ズ 船 が停 泊す る

「 中央 港 区」， 臨海工業 用地 から 発生す る 貨物 や背 後地 域の船 舶 輸送 需要 に 対 応す る

「 谷山 一区」・「 谷山二区」， ヨ ッ ト ・ プ レ ジ ャ ー ボ ー ト 等の基地と し て 利用さ れて い る

「 浜平 川港区」 から な っ て い る 。  

鹿児島港は， こ れま で ， 重要港湾と し て 国及び 港湾管理者で あ る 県に よ り 港湾機能

の高度 化， 離島航路の集約化， 背後地域の振興を 図る た め の都市再開発用地の確保等

を 主な 目的と し て 整備が行われて き た 。  

し かし な がら ， 国際化・ 都市化・ 情報化の進展等， 社会経済情勢の変化に 伴い ， ウ

ォ ー タ ー フ ロ ン ト の魅力を 生かし た ま ち づ く り ，海洋性レ ク リ エ ー シ ョ ン 基地の整備，

人・ 物 ・ 情報の行き 交う 交流拠点の形成な ど が， 新た な 課題と な っ て き た 。 そ こ で ，

こ れら の課題に 対応す る た め ， 平成５ 年６ 月に 目標年次を お お む ね平成17年と し て 港

湾計画 が改訂さ れた 。  

近年で は， ク ルー ズ 船の寄港数増加や さ ら な る 大型化に 対応す る た め，「 マ リ ン ポ ー

ト かご し ま 」 に 22万ト ン 級のク ルー ズ 船が接岸で き る 新た な 岸壁 の整備が進め ら れ，

令和４ 年３ 月に 完成し た ほか， 鴨池港区と 中央港区を 結ぶ臨港道路鴨池中央港区線の

整備等 が進めら れて い る 。  

(2) ウォーターフロントの開発 

本港区のウ ォ ー タ ー フ ロ ン ト 開発に つ い て は， 昭和 63年度から 平成元年度に かけ て

「 鹿児 島港ポ ー ト ルネ ッ サン ス 21計画調査」 を ， ま た ， 平成２ 年度に は， 本港区の景

観の高 質化を 図る た め の方策を 検討す る た め 「 本港区景観形成調査」 を 実施し た 。 こ

れら の 調査結果等を 踏ま え て ， 県な ど に よ り 順次施設整備が進め ら れ， 北ふ頭旅客タ

ー ミ ナ ル， 貨物上屋な ど は平成５ 年 12月に ， 桜島フ ェ リ ー タ ー ミ ナ ルは平成10年４ 月

に ， 南 ふ頭は平成14年９ 月に ， 高速船タ ー ミ ナ ルは平成19年４ 月に そ れぞ れ供用が開

始さ れ た 。  

水族館に つ い て は， 市が事業主体と な り 整備が進め ら れ， 平成９ 年５ 月に オ ー プ ン

し た 。  

一方， 商業施設等に つ い て は， 平成３ 年度に 県・ 市・ 商工会議所で 構成す る 「 鹿児

島港ポ ー ト ルネ ッ サン ス 21事業推進協議会」 を 設立し て ， 各種調査等を 行い ， 平成７

年３ 月 に ，「 鹿児島港本港区ウ ォ ー タ ー フ ロ ン ト 開発基本計画」 を 策定し た 。 こ の基本

計画の も と ， ウ ォ ー タ ー フ ロ ン ト パー ク が平成 14年10月に 供用開始し ， 暫定開発に よ

る 商業 施設「 ド ルフ ィ ン ポ ー ト 」 が平成 17年４ 月に オ ー プ ン し た 。こ う し た こ と か ら ，

同協議 会は， 本港区のま ち づ く り に 一定の役割を 果た し ， 所期の目的を 達成し た と し
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て ， 平 成25年３ 月に 解散し た 。  

そ の後， 県は， 平成31年２ 月に ， 本港区エ リ ア に つ い て「 年間 365日， 国内外の幅広

い 観光 客や県民で 賑わい ， 国際的な 観光都市に ふさ わし い 『 来て 見て 感動す る 観光拠

点』 の 形成を 図る 」 こ と を 開発コ ン セ プ ト に し た 「 鹿児島港本港区エ リ ア ま ち づ く り

グ ラ ン ド デ ザイ ン 」 を と り ま と め た ほか ， 令和４ 年３ 月に ， 本港区のド ルフ ィ ン ポ ー

ト 跡地 と 住吉町15番街区を 整備予定地と す る 「 ス ポ ー ツ ・ コ ン ベ ン シ ョ ン セ ン タ ー 基

本構想 」 を 策定す る と と も に ， 本港区エ リ ア 一帯の利活用に つ い て ， 同構想や港湾と

し て の 機能を 踏ま え つ つ ， 県全体に 経済効果を 波及さ せて い く と い う 視点を 念頭に お

い て ， 同エ リ ア を 巡る 様々な 意見も 聞き な がら 検討を 行う た め，「 鹿児島港本港区エ リ

ア の利 活用に 係る 検討委員会」 を 令和４ 年12月に 設置し ， 土地利用の方向性を 示す ゾ

ー ニ ン グ やエ リ ア 毎の利活用の方針等に つ い て 示し た 「 鹿児島港本港区エ リ ア コ ン セ

プ ト プ ラ ン 」 を 令和６ 年３ 月に と り ま と め た 。  

(3) 鹿児島港船舶旅客状況 

（ 資料： 港湾調査 年報 単位： 人）  

 令和元年 令和２ 年 令和３ 年 令和４ 年 令和５ 年 

船 舶 乗 降 人 員 5, 991, 367 3, 559, 101 3, 414, 395 3, 806, 657 4, 676, 265 

(4) 鹿児島港輸移出入状況 

（ 資料： 港湾調査 年報 単位： ト ン ）  

 令和元年 令和２ 年 令和３ 年 令和４ 年 令和５ 年 

数 量 ％ 数 量 ％ 数 量 ％ 数 量 ％ 数 量 ％ 

内

国

貿

易 

移 出 14, 814, 333 46. 8 12, 309, 449 46. 4 12, 089, 856 46. 7 12, 498, 953 47. 3 12, 806, 825 47. 4 

移 入 16, 853, 406 53. 2 14, 203, 304 53. 6 13, 782, 789 53. 3 13, 945, 692 52. 7 14, 234, 600 52. 6 

計 31, 667, 739 100. 0 26, 512, 753 100. 0 25, 872, 645 100. 0 26, 444, 645 100. 0 27, 041, 425 100. 0 

外

国

貿

易 
輸 出 4, 025 0. 3 1, 599 0. 1 4, 224 0. 3 3, 976 0. 3 3, 341 0. 2 

輸 入 1, 373, 673 99. 7 1, 232, 606 99. 9 1, 235, 165 99. 7 1, 189, 132 99. 7 1, 333, 434 99. 8 

計 1, 377, 698 100. 0 1, 234, 205 100. 0 1, 239, 389 100. 0 1, 193, 108 100. 0 1, 336, 775 100. 0 

(5) 鹿児島港入港船舶トン数階級別表（令和５年実績）  

（ 資料： 港湾調査 年報）  

総ト ン 

 

区分 

30, 000 

以上 

10, 000 

～  
30, 000 

6, 000 

～  
10, 000 

3, 000 

～  
6, 000 

1, 000 

～  
3, 000 

500 

～  
1, 000 

５  

～  
500 

計 

前年 

対比 

（ ％）  

令和 

４ 年 

実績 

外

航 

隻 数 117 103 0 7 44 0 0 271 147. 3％ 184 

ト ン数 8, 907, 458 1, 315, 589 0 25, 470 115, 242 0 0 10, 363, 759 263. 5％ 3, 932, 473 

内

航 

隻 数 19 174 583 994 26, 559 4, 647 6, 511 39, 487 95. 3％ 41, 438 

ト ン数 790, 501 1, 970, 854 4, 920, 180 4, 237, 426 37, 621, 615 4, 521, 695 1, 169, 105 55, 231, 376 97. 7％ 56, 557, 459 

計 

隻 数 136 277 583 1, 001 26, 603 4, 647 6, 511 39, 758 95. 5％ 41, 622 

ト ン数 9, 697, 959 3, 286, 443 4, 920, 180 4, 262, 896 37, 736, 857 4, 521, 695 1, 169, 105 65, 595, 135 108. 4％ 60, 489, 932 
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５ 都市景観 

(1) 概  要 

良好な 景観は， 国民共通の財産で あ り ， 将来に わた り 国民がそ の恵沢を 享受で き る

よ う に 守り ， 創り ， 育て て い かな け ればな ら な い 。  

本市は， 波静かな 錦江湾や雄大な 桜島な ど の自然が広がる ， 世界に 誇れる 美し い 景

観に 恵 ま れて い る 。 ま た ， そ れぞ れの地域に は， 鹿児島の風土・ 文化に 育ま れ， 市民

が愛着 と 誇り を 持っ て い る 身近な 景観も あ る 。  

こ のよ う な 良好な 景観が地域社会 の共通の財産で あ る こ と を 再認識し ， 市民， 事業

者， 行 政が一体と な っ て 景観に 配慮し た ま ち づ く り を 進め て い く た め に ， 景観法に 基

づ く 景 観計画及び 景観条例に よ る 施策等を 実施し て い る 。  

(2) 景観形成の目標 

・ 個性あ る 骨格景観の形成に よ り ， 鹿児島ら し さ を 創り あ げ る 。  

・ 地 域の ま ち づ く り 計 画等 と 連 携し ， 地 域の 魅力 を 引 き 出 す 景 観形 成を 推進 す る 。 

・ 地域の景観資源を 活用し ， 景観 の魅力の向上を 図る 。  

・ 市民， 事業者， 行政が協働し て みん な が誇れる 景観形成を 進め る 。  

(3) 景観計画の概要 

・ 鹿児 島市景観計画 

告  示  平成19年12月25日 

施  行  平成20年６ 月１ 日 

内  容  城山展望台から 錦江湾・ 桜島への眺望確保， 建築物等の色彩基準の導

入， 景観形成重点地区指定の仕組みづ く り な ど  

・ 八重 の棚田地区景観計画  

告  示  平成25年６ 月27日 

施  行  平成25年10月１ 日 

内  容  山並みの豊かな 緑に 囲ま れた 棚田と 市街地・ 桜島への眺望を 一体と し

て 保全す る 景観づ く り を 進め る た めの基準な ど  

・ 磯地 区景観計画 

告  示  平成25年12月20日 

施  行  平成26年４ 月１ 日 

内  容  顕著な 歴史的価値のあ る 建造物と 周辺の美し い 自然， 桜島等への眺望

を 一体的に 保全し 活用し た 景観づ く り を 進め る た め の基準な ど  

・ 南洲 門前通り 地区景観計画  

告  示  平成28年12月26日 

施  行  平成29年４ 月１ 日 

内  容  かご し ま 発祥の地・ 上町の歴史的雰囲気を 大事に し た 風格と ま と ま り

のあ る 景観づ く り を 進める た めの基準な ど  

・ 喜入 旧麓地区景観計画 

告  示  平成29年12月22日 

施  行  平成30年３ 月１ 日 

内  容  給黎城の麓と し て の面影が残る 武家門， 水路な ど と 自然や伝統的文化

が 一 体 と な っ た ま ち な み を 後 世 に 伝 え る 景 観 づ く り を 進 め る た め の
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基準な ど  

・ 歴史 と 文化の道地区景観計画  

告  示  平成30年12月21日 

施  行  平成31年３ 月１ 日 

内  容  鹿児島城跡を 中心に 歴史資源を 生かし ， 品格と 統一感のあ る 景観づ く

り を 進め る た め の基準な ど  

・ 慈眼 寺公園周辺地区景観計画  

告  示  令和２ 年12月21日 

施  行  令和３ 年４ 月１ 日  

内  容  慈眼寺公園を 中心と し た 豊かな 自然と 周辺の歴史的雰囲気を 守り ， 育

て る 景観づ く り を 進め る た め の基準な ど  

(4) 景観条例の概要 

公  布  平成19年12月25日 

施  行  平成20年６ 月１ 日 

内  容  視点場の導入， 景観づ く り 団体の要件， 景観ア ド バイ ザー の導入， 景

観審議会の設置な ど  

(5) 実  績 

景観 に 関 す る 届出 等件 数                     （ 単位 ： 件 ） 

年度 

区分 
令和２  令和３  令和４  令和５  令和６  

景観法16条１ 項に 基づ く 届出  118 131 118 108 101 

景観法16条２ 項に 基づ く 届出  11 17 15 14 13 

景観法16条５ 項に 基づ く 通知  21 ８  19 23 18 

合     計  150 156 152 145 132 

(6) 屋外広告物許可申請件数 

（ 単位： 件）  

 令和６ 年度 

屋外広告物許可申請（ 新 規）  138 

〃    （ 更  新）  1, 035 

〃    （ 変  更）  208 

〃    （ はり 紙）  938 

合        計  2, 319 

(7) 屋外広告物施設設置状況 

（ 令和７ . ４ . １ 現在 単位： 基）  

公 共 掲 示 板 80 
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６ 住居表示 

本市で は， 昭和37年に 制定さ れた 「 住居表示に 関す る 法律」 に 基づ き ， 昭和 38年か

ら 住居 表示を 実施し て い る 。  

計画面積は， 当初の計画34. 4㎢から 定期的な 見直し に よ り ， 現在で は 86. 163㎢と な

っ て お り ， 令和 ６ 年度ま で の進捗率は89. 6％で あ る 。  

年      度  面積（ ㎢）  進捗率（ 面積％） 

令和６ 年度ま で  77. 214 89. 6 

令和７ 年度以降 8. 949 − 

７ 開発許可事務 

(1) 概  要 

本 市 域 内 で 主 と し て 建 築 物 の 建 築 等 の 用 に 供 す る 目 的 で 行 う 土 地 の 区 画 形 質 の 変

更， す な わち 開発行為を 行う 場合や， 市街化調整区域内で 建築物を 建築す る 場合は，

都市計 画法に 基づ く 市長の許可が必要に な る 。  

市街化調整区域に お け る 建築許可に つ い て は， 平成16年11月に 「 鹿児島市市街化調

整区域に お け る 住宅建築等に 関す る 条例」 を 施行し ， 許可を 行っ て い る 。 施行から 10

年が経過し ， 集落機能の維持な ど 一定の効果が見ら れる 一方で ， 大規模な 宅地造成等

に よ り 急激な 宅地化が進行し ， 周辺の生活環境に 大き な 影響を 与え て い る こ と な ど か

ら ， 一 定規模以上の宅地造成等を 規制す る た めに ， 都市計画法第 34条第11号に 基づ く

条例の規定を 廃止す る ほか， 同条第 12号に よ る 区域等の見直し や開発規模の上限を 定

め る 条例の一部改正を 行い ， 平成28年４ 月から 施行し て い る 。 ま た ， 令和２ 年の都市

計画法の一部改正に 伴い ， 条例で 定め る 住宅建築等が可能な 区域に つ い て ， 災害リ ス

ク の高 い エ リ ア を 除外す る 一部改正を 行い ， 令和４ 年４ 月から 施行し て い る 。  

宅地造成等工事に 関す る 許可に つ い て は， 平成16年７ 月に 宅地造成工事規制区域の

見直し を 行い ， 19年10月に は合併前の旧５ 町域に 当規制区域を 拡大し ， 宅地造成等規

制法に 基づ く 許 可を 行っ て き た 。 ま た 、 令和５ 年５ 月26日に 宅地造成等規制法が宅地

造成及 び 特定盛土等規制法（ 以下「 盛土規制法」） に 改正さ れ、 宅地、 農地、 森林等の

土地の 用途に かかわら ず、 危険な 盛土等が包括的に 規制さ れた こ と を 受け 、 令和７ 年

４ 月１ 日に 鹿児島市全域を 宅地造成等工事規制区域及び 特定盛土等規制区域に 指定し 、

盛土規 制法に 基づ く 許可を 行っ て い る 。  

こ のほか， 平成19年10月に は，「 鹿児島市宅地開発 等に 関す る 条例」 を 施行し ， 宅地

開発等許可制度の適正な 運用と 透明性の確保を 図っ て い る 。  

(2) 実  績 

開発許可等件数 ※変更許可は含ま な い             （ 単位： 件）  

年度 

区分 
令和２  令和３  令和４  令和５  令和６  

都市計画法第29条開発許可 11 20 23 23 17 

都市計画法第43条建築許可 203 253 206 205 153 

宅地造成等規制法第８ 条許可  20 24 21 27 12 
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８ 市街地再開発 

本市 の市 街地 再開 発は ， 昭 和 37年 に 柿 本寺 ， 御 着屋 ， 天 神馬 場， 納屋 の４ 地区 が，

昭和43年に 中町地区が「 防災建築街区造成法」（ 昭和 36年６ 月施行） に 基づ く 防災建 築

街区と し て 指定さ れ，中町，天神馬場を 除く 各街区に 防災建築物（ 延べ建築面積 14, 860

㎡， 総 事業費6. 2億円） が建築さ れた こ と に 始ま る 。  

そ の後， 同法に 代わり 昭和44年６ 月に 「 都市再開発法」 が施行さ れ， 以後こ の法に

基づ い て 事業が行われる こ と に な っ た 。  

こ のよ う な 中， 昭和46年度に 納屋中町地区に お い て 現況調査を 実施， 翌年度に は市

街地再 開発事業の準備組合が結成さ れた が， 経済状況等の変化を 理由に 事業化の中止

に 至っ た 。  

そ の後， 都心一点集中型の都市構造を 改善し ， 市全体と し て 調和のと れた ま ち づ く

り を 進 める た め ， 市街地再開発事業に よ る 都市機能の適正な 配置と 高次化を 図り ， ゆ

と り と 潤い のあ る 都市空間の創出， 個性や文化性を 備え た 安全性の高い ま ち の形成を

目指し て い る 。  

(1) 鹿児島中央駅地区 

鹿児島中央駅（ 旧西鹿児島駅） 地 区の活性化を 図る と と も に ， 新た な に ぎ わい と ゆ

と り の あ る 都市空間を 創造す る た め ， 昭和60年３ 月「 西鹿児島駅地区総合整備構想」

を 策定 し た 。 西鹿児島駅東口地区（ 12. 3ha） に お い て は， 昭和58年度に 市街地再開発

事業基 本計画を 策定し ， 当地区内の中央町10番街区で は， 昭和61年１ 月に 準備組合が

設立さ れ， 昭和63年９ 月に は高度利用地区， 同年10月に は第一種市街地再開発事業の

都市計 画決定がな さ れ，平成元年６ 月に は，市街地再開発組合の設立の認可を 受け た 。

そ の後 ， 平成９ 年11月に 施設建築物工事に 着手， 平成 11年５ 月に 工事が完了し ， 同年

６ 月に 店舗等の施設がオ ー プ ン し た 。（ 総事業費約 118億円）  

ま た ， 10番街区に 隣接す る 中央町６ 番街区の一部に お い て は， 駐車場を 主体と し た

市街地 再開発事業の気運が高ま り ， 昭和 63年12月に 関係権利者に よ る 再開発協議会が

設立さ れ， 平成９ 年12月に 高度利用地区及び 第一種市街地再開発事業の都市計画決定

がな さ れ， 平成10年３ 月に は市街地再開発事業の個人施行の認可を 受け た 。 同年７ 月

に 施設 建築物工事に 着手，平成11年 ５ 月に 工事が完了し ，同年６ 月に 供用を 開始し た 。

（ 総事 業費約30億円）  

一番街を 中心と す る 南部地区に お い て も ， 平成２ 年４ 月， 準備組合が設立さ れた が，

経済状 況等の大き な 変化から 事業の進捗が図ら れず ， 平成７ 年７ 月， 準備組合は事業

計画の 抜本的見直し に よ り 解散す る こ と と な っ た 。 平成８ 年 10月に は新た に 「 西駅南

部地区 リ ニ ュ ー ア ル協議会」 が設立さ れ， 今後のま ち づ く り の検討を 行っ た 。 な かで

も 中央 町22番街区・ 23番街区に お い て は， 平成17年４ 月に そ れぞ れの街区で 準備組合

が設立 さ れ， 平成18年１ 月に は高度利用地区及び 第一種市街地再開発事業の都市計画

決定が な さ れた 。 そ の後， 23番街区で は同年 10月に 市街地再開発組合が設立さ れ， 平

成19年９ 月に 権利変換計画の認可を 受け ， 平成 20年７ 月に 施設建築物工事に 着手， 平

成22年８ 月に 工事が完了し ， 同年９ 月に 「 ア エ ー ルタ ワ ー 」 がオ ー プ ン し た 。 ま た ，

22番街 区で は， 平成19年６ 月に 施行区域を 街区全体と す る た めの都市計画変更が行わ

れ， 平 成20年１ 月に 市街地再開発組合が設立さ れ， 同年 12月に 権利変換計画の認可を

受け た 。 平成21年４ 月に 施設建築物工事に 着手， 平成 22年２ 月に 工事が完了し ， 同年

３ 月に 「 ア エ ー ルプ ラ ザ」 がオ ー プ ン し た 。（ 総事業費約 48億円）  

さ ら に ， 中央町19番街区・ 20番街区に お い て も ， 再開発の気運が高ま り ， 平成 24年
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７ 月に 準備組合が設立さ れ， 平成27年11月に ， 市街地再開発事業に 係る 都市計画決定

がな さ れた 。 平成28年12月に 市街地再開発組合が設立さ れ， 平成 29年10月に 権利変換

計画の 認可を 受け ， 平成30年５ 月に 施設建築物工事に 着手， 令和３ 年１ 月に 工事が完

了し ， 同年４ 月に 再開発ビ ルの商業施設「 Li -Ka1920（ ラ イ カ イ チ キ ュ ー ニ ー マ ル）」

が一部 開業， 同年６ 月に 全面開業し た 。（ 総事業費約 261億円）  

こ のほか， 16番街区に お い て は再開発ビ ルの別敷地駐車場が令和２ 年１ 月に 工事着

手し ， 令和３ 年１ 月に 工事が完了し ， 同年２ 月に 「 Li -Ka 南国パー キ ン グ 」 がオ ー プ

ン し て い る 。（ 総事業費約30億円）  

ま た ， 鹿児島中央駅周辺に お い て は， 東口地区と 西口地区が連携し ， ま ち な かのに

ぎ わい と 回遊性のさ ら な る 向上を 図る た め ， 平成 23・ 24年度に 地元商業者等に よ る ワ

ー ク シ ョ ッ プ を 開催し ， ま ち づ く り の指針と な る 「 鹿児島中央駅周辺一体的ま ち づ く

り ガ イ ド ラ イ ン 」 を 策定し た 。  

平成25年度から は， ガ イ ド ラ イ ン に 基づ く 具体的取組と そ の実行組織の構築の向上

のた め ， そ の担い 手に 対し 活動を 支援し て お り ， 平成 27年度から ， 中央駅周辺に お い

て 来街 者等への案内活動に 取り 組ん で い る 。  

平成29年度から は， 中央駅周辺の既存の３ 組織が連携す る 「 鹿児島中央駅周辺ま ち

づ く り 推進協議会」 の活動を 支援し て い る 。  

(2) 天文館地区 

厚生市場を 中心と し て ， 小売市場近代化事業の取組がな さ れて い た 西千石町 13番街

区で は ， 平成８ 年度に 市に よ る 推進計画調査を 行い ， 平成９ 年 12月に 準備組合が設立

さ れた 。 そ の後， 平成 12年３ 月に 高度利用地区及び 第一種市街地再開発事業の都市計

画決定 がな さ れ， 平成 13年１ 月に は市街地再開発組合の設立の認可を 受け ， 平成 14年

４ 月に 施設建築物工事に 着手， 平成 15年８ 月に 工事が完了し ， 同年９ 月に 店舗， 住宅

等の施 設がオ ー プ ン し た 。（ 総事業費約 43億円）  

ま た ， 千 日町 １ 番 街区 ・ ４ 番街 区に お い て ， 平成 25年 度に 市に よ る 基本 計画 調査 ，

平成26年度に 推進計画調査を 行い ， 平成 28年３ 月に は準備組合が設立さ れ， 同年８ 月

に は， 市街地再開発事業に 係る 都市計画決定がな さ れた 。  

平成30年１ 月に 市街地再開発組合が設立さ れ， 同年 11月に 権利変換計画の認可を 受

け ， 令 和２ 年１ 月に 施設建築物工事に 着手， 令和３ 年 12月に 工事が完了し ， 令和４ 年

４ 月に 再開発ビ ル「 セ ン テ ラ ス 天文館」 が開業し た 。（ 総事業費約 188億円）  

こ のほか， 呉服町２ 番街区・ ３ 番 街区に お い て は再開発ビ ルの別敷地駐車場が令和

３ 年４ 月に 工事着手し ， 令和４ 年３ 月に 工事が完了し ， 同月に 「 セ ン テ ラ ス パー キ ン

グ 」 が オ ー プ ン し た 。（ 総事業費約30億円）  

(3) 鹿児島本港背後地区，鹿児島駅周辺地区 

鹿児島本港背後地区で は， 本港区再開発と 一体と な っ て ， 海や港を 生かし た ま ち づ

く り を 進め る た め ，昭和61年５ 月に「 鹿児島本港背後地区総合整備構想」 を 策定し た 。  

昭和62年に は， 当地区活性化のさ き がけ の事業と し て ， 農協連跡地の再開発を 民間

活力を 導入し て 実施す る た め の提案競技を 行い ， 昭和 63年12月に 鹿児島ア ー バン ポ ー

ト 21の建設工事に 着手し た 。 平成２ 年７ 月に 住宅館が完成し ， 入居開始， 同年 10月に

は市場 館が，平成５ 年４ 月に はグ ルメ ・ ス ポ ー ツ・ ホ テ ル館がそ れぞ れオ ー プ ン し た 。  

さ ら に ， 再開発の気運が高ま っ た 小川町 21番街区に お い て は， 平成元年８ 月に 準備

組合が 設立さ れた 。 平成４ 年４ 月に 高度利用地区及び 第一種市街地再開発事業の都市
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計画決 定がな さ れ， 同年10月に は市街地再開発組合の設立の認可を 受け た 。 そ の後，

平成６ 年８ 月に 施設建築物工事に 着手， 平成８ 年１ 月に 工事が完了し ， 同年２ 月に 店

舗， 住 宅等の施設がオ ー プ ン し た 。（ 総事業費約 37億円）  

鹿児島駅周辺地区で は， 陸の玄関と し て の旅客駅の中心機能が鹿児島中央駅に 移り ，

ま た ， 市街地も 南へ進展す る な ど ， 地域活力の低下が見ら れる 。 そ こ で ， 駅周辺に 広

がる 旧 国鉄用地を 活用す る な かで ，ゆ と り と 潤い のあ る 都市環境を 整備す る と と も に ，

隣接す る 鹿児島港本港区と も 関連付け た 交通結節機能を 充実さ せ， 本市の新た な 都市

拠点の 形成を 図る こ と と し て い る 。  

平成15年度に ， 地区のま ち づ く り に 活用す る た め ， 大規模空閑地と な っ て い た 旧国

鉄用地 （ 約３ ha） を 取得し ， そ の後， 基盤整備の事業化に 向け て 具体的な 調査検討 を

進めて い た 。 し かし ， 平成21年２ 月に 県から 「 連続立体交差事業と 土地区画整理事 業

の両事 業の実現は現状で は困難」 と の見解が示さ れた こ と から ， 連続立体交差事業を

前提と し な い 「 鹿児島駅周辺整備の方針」 を 作成し た 。  

駅周辺整備に つ い て は， 旧国鉄用地で あ る 浜町１ 番５ を 先行し て 活用す る た め ， 平

成23年度は， 導入機能やゾ ー ニ ン グ な ど 土地利用の一定の方向性を 示し た 「 鹿児島駅

周辺土 地利用の基本的な 考え 方」 を 取り ま と め， 平成 24年度は， 基本的な 考え 方を 基

に ， 土 地利用のよ り 具体的で ， 実現性を 持っ た 方針と な る 「 鹿児島駅周辺土地利用基

本計画 」 を 策定し た 。 ま た ， 平成25年度は， 各ゾ ー ン に 整備す る 施設の規模， 配置等

の検討 等を 行い ，「 鹿児島駅周辺土地利用施設基本計画」 を 策定し ， 平成 26年度は， 基

本設計 ・ 実施設計等を 行う と と も に ， 施設の活用推進を 図る た め ， 地域住民等に よ る

ワ ー ク シ ョ ッ プ を 開催し た 。  

平成27年度は， 駅周辺整備に 係る 都市計画決定に 向け た 取組や駅前広場等の基本設

計及び 関係機関と の協議な ど を 行う と と も に ， 浜町１ 番５ に お い て ， イ ベ ン ト 広場や

駐車場 から な る 「 上町ふれあ い 広場」 や緑豊かな 「 上町の杜公園」 の整備工事に 着手

し ， 平 成26年度に 引き 続き 開催し た ワ ー ク シ ョ ッ プ な ど の意見を 踏ま え ， 広場の活用

推進方 策や運用ルー ルな ど を 盛り 込ん だ 「 鹿児島市上町ふれあ い 広場活用推進計画」

を 策定 し た 。  

平成28年度は， 駅前広場・ 自由通路の都市計画決定を 平成 29年２ 月に 行う と と も に ，

市道上 本町磯線の整備工事に 着手し た ほか， 平成 28年10月から 上町ふれあ い 広場等の

供用を 開始し た 。 平成 29年度は， 駅前広場・ 自由通路の詳細設計を 行い ， 事業認 可を

取得し た ほか， 市道上本町磯線の用地取得な ど を 行っ た 。  

平成30年度は， 自由通路や駅舎の整備工事に 着手す る と と も に ， 駅前広場や上本町

磯線の 用地取得等を 行い ，令和元年度は，鹿児島駅自由通路や駅舎の整備工事を 進め ，

新駅舎 の供用を 開始す る と と も に ，仮設駅前広場や上本町磯線の整備工事等を 行っ た 。 

令和２ 年度は， 自由通路や駅前広 場， 上本町磯線の整備工事等を 進め， 自由通路の

供用を 開始し た 。 令和３ 年度は全て の整備工事が完了し ， 令和４ 年３ 月に 駅前広場の

供用を 開始し た 。（ 総事業費約80億円）  

こ のほか， 駅前広場に 面す る 浜町１ 番街区に お い て は， 平成 29年度よ り 関係権利者

に よ る 一体的な 再開発に 関す る 協議が開始さ れ， 平成 30年度に は「 マ ン シ ョ ン 建替え

等の円 滑化に 関す る 法律」 に 基づ く 再開発と す る 方針を 決定。 令和３ 年２ 月に マ ン シ

ョ ン 建 替組合が設立さ れ，令和２ 年度から 組合が行う 再開発ビ ルの本体工事等に 対し ，

助成を 行い ， 令和６ 年１ 月に 工事が完了し た 。（ 総事業費約 50億円 ）  

ま た ， 鹿児島駅周辺が面的広がり のあ る 都市拠点と な る に は， 周辺に 隣接す る 磯・

多賀山 ， 上町， 本港区な ど が有す る 豊富な 歴史・ 文化等の資源と 都市機能が融合し ，
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総合的 な 魅力を 発揮し て い く こ と が求め ら れる こ と から ， 平成 19年度に 地域資源の有

効活用 と 地域活性化を めざ し ， 地域住民等に よ る ワ ー ク シ ョ ッ プ を 立ち 上げ， 平成 21

年度に は住民と 行政等と の共通のま ち づ く り 指針と な る 「 ま ち づ く り ガ イ ド ラ イ ン 」

を 策定 し た 。 平成22年度から は， ガ イ ド ラ イ ン を 基に し た 地域住民主体のま ち づ く り

活動へ の支援を 行っ て い る 。  

(4) 中心市街地地区 

上記の( 1) 鹿児島中央駅地区， ( 2) 天文館地区， ( 3) 鹿児島本港背後地区， 鹿児島駅周

辺地区 の各種プ ロ ジ ェ ク ト の実施に よ り ， 市街地再開発ビ ルの整備や大型商業施設の

増床等 が進み， 一定の活性化が図ら れて き た 。 こ れら の整備効果を 最大限発揮し ， に

ぎ わい と ゆ と り あ る 都市空間の創出に つ な げ る た め に ， 令和５ 年度よ り ， 鹿児島中央

駅から 天文館， 本港区， さ ら に 鹿児島駅ま で のエ リ ア に お い て ， 市街地再開発事業等

の促進 を 図る ほか， 拠点間に お け る 道路や公園等を 活用し た 歩い て 楽し め る ま ち づ く

り に 取 り 組ん で い る 。  

市街地再開発事業等の促進に つ い て は、 加治屋町 １ 番街区に お い て 、 令和 ６ 年３ 月

に 準備 組合の設立後， 同年９ 月に 市街地再開発事業に 係る 都市計画決定 。 そ の後， 基

本設計 等の事業計画作成に 着手す る な ど 事業計画（ 組合設立） 認可に 向け た 取り 組み

を 進め て お り ， 令和７ 年度は、 事業計画認可後に 組合が行う 実施設計に 対し 助成す る

こ と と し て い る 。（ 令和７ 年度予算329, 648千円）  

ま た ， い づ ろ 交差点周辺地区に お い て も ， 令和６ 年３ 月に ま ち づ く り 研究会が設立

さ れる な ど ， 再開発の機運が高ま り ， ６ 年度に 同地区の市街地総合再生基本計画を 作

成し た 。 ７ 年度は， 金生町７ 番街区な ど に お け る 協議会の設立後， 再開発の方向性に

つ い て ， 調査・ 検討を 行う こ と と し て い る 。（ 令和７ 年度予算5, 677千円）  

こ のほか， 中心市街地に お け る 老朽化し た 建物の建 て 替え 等を 促進す る た め ， 令和

６ 年度 は， 容積率緩和な ど 民間活力を 引き 出す ま ち づ く り 施策に つ い て 検討し ， ７ 年

度は同 施策の施行に 向け ， ガ イ ド ラ イ ン を 作成す る こ と と し て い る 。（ 令和７ 年度予算  

3, 120千円）  

上記に 加え ， 歩い て 楽し める ま ち づ く り の推進に つ い て は， マ イ ア ミ 通り に お い て 、

地域住 民と 協議し な がら ， 令和５ 年度に 歩道空間に 出店や休憩ス ペ ー ス を 設置す る 社

会実験 を 実施し ， ６ 年度は地域住民に よ る 利活用基本計画の作成に 係る 支援， ７ 年度

は基本 設計を 行う こ と と し て い る 。 ま た ， ６ 年度に 高見馬場と 加治屋町の交差点歩道

に お い て ， ポ ケ ッ ト パー ク を 設置す る 社会実験を 実施し ， ７ 年度は高見馬場交差点に

お け る ポ ケ ッ ト パー ク の空間計画の作成等を 行う こ と と し て い る 。  

ま た ， 本市と 連携し て 歩い て 楽し める ま ち づ く り を 推進す る 都市再生推進法人等の

ま ち づ く り 団体が実 施す る 施 設整 備や イ ベ ン ト 等に 対し , 関係 機関 と の協 議 や補 助金

の交付 等に よ る 支援を 行う こ と と し て い る （ 令和７ 年度予算16, 581千円）。  
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９ 本市施行の土地区画整理事業 

（ 土地区画整理法第３ 条第４ 項に よ る 事業）  

(1) 換地処分完了地区 

地 区 名 事業年度 施行区域の面積（ ㎡）  総事業費（ 千円）  減歩率（ ％）  換地処分 

① 脇  田  地  区 昭和35〜昭和54 505, 065 353, 120 19. 99 昭和48.  3.  3 

② 紫  原  地  区 昭和35〜昭和60 1, 456, 562 856, 465 24. 36 昭和50.  8. 27 

③谷山塩屋地区 昭和38〜平成６  193, 802 121, 235 21. 52 平成元.  7. 17 

④ 笹  貫  地  区 昭和40〜平成９  281, 408 262, 431 25. 23 平成元.  8. 28 

⑤武・ 田上地区 昭和42〜平成８  637, 441 6, 842, 100 22. 51 平成３ .  3. 15 

⑥ 桜  川  地  区 昭和44〜平成10 638, 190 4, 122, 408 20. 06 平成４ .  5. 11 

⑦小 松 原 地 区 昭和45〜平成10 425, 286 2, 447, 809 20. 78 平成４ .  1. 27 

⑧桜川第二地区 昭和58〜平成13 327, 303 9, 782, 154 38. 62 平成11.  2.  5 

⑨谷山第一地区 昭和53〜平成15 1, 278, 010 28, 244, 882 19. 17 平成12.  6.  6 

⑩原良第一地区 昭和63〜平成19 368, 724 22, 394, 527 18. 46 平成15.  2. 21 

⑪原良第二地区 平成７ 〜令和元 203, 780 21, 036, 000 17. 82 平成25.  2. 26 

⑫宇宿中間地区 平成２ 〜令和４  816, 883 46, 200, 000 27. 95 平成28.  6. 28 

⑬原良第三地区 平成11〜令和３  155, 799 19, 218, 000 17. 30 平成29.  1. 10 

⑭谷山第二地区 平成９ 〜令和８  728, 756 33, 080, 000 20. 69 令和３ . 10. 29 

(2) 事業施行中の地区 

① 吉野地区土地区画整理事業 

本地区は， 道路， 公園等の公共施 設が未整備のま ま 宅地化が進み， 市街地の発展と

都市機 能が阻害さ れて い る 状況に あ る 。  

こ のた め ， 都市計画道路館之馬場 通線（ 幅員 25ｍ ） ほか８ 路線と 区画道路な ど 公共

施設の 整備改善を 図る と と も に ， 居住環境の良好な 住宅地と し て の機能が発揮で き る

よ う な 土地利用を 図る た め ， 土地区画整理事業を 行っ て い る 。  

昭和62年２ 月４ 日に 区域に つ い て 都市計画決定を 行い ， 平成４ 年 10月28日に 事業計

画を 決 定し た 。 令和３ 年12月24日に は第８ 回目の事業計画の変更を 行っ た 。  

総事業費 67, 540, 000千円 

国庫補助金  21, 307, 251千円 総面積   1, 141, 412㎡ 

市町村負担金 21, 262, 003千円 事業年度 

内 訳 効果促進事業   349, 900千円 平成４ 年度〜令和８ 年度  

地方特定道路 9, 311, 700千円 ※清算期間含ま ず 。  

市単独費   15, 309, 146千円   工事概成 令和２ 年度 

換地処分 令和８ 年度予定  
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土地 の種 目別 対照 表            （ 令和 ３ 年12月24日事 業計画 変 更） 

種     目 
施   行   前 施   行   後 

地 積（ ㎡）  割合（ ％）  地 積（ ㎡）  割合（ ％）  

公 

共 

用 

地 

国有地 道 路 1, 108. 61 0. 10 1, 108. 61 0. 10 

団

体

所

有

地 

地

方

公

共 

道 路 107, 103. 49 9. 38 275, 612. 95 24. 14 

公 園 − − 34, 809. 19 3. 05 

水 路 1, 485. 30 0. 13 − − 

計 108, 588. 79 9. 51 310, 422. 14 27. 19 

合   計 109,697.40 9.61 311,530.75 27.29 

宅 
 

 
 

 

地 

民 
 

有 
 

地 

畑 482, 010. 09 42. 23 − − 

宅 地 437, 979. 37 38. 37 823, 530. 83 72. 15 

山 林 507. 00 0. 05 − − 

原 野 6, 617. 51 0. 58 − − 

墓 地 655. 74 0. 06 648. 38 0. 06 

水 道 用 地 3, 475. 00 0. 30 − − 

公 衆 用 道 路 16, 250. 10 1. 42 − − 

雑 種 地 49, 444. 44 4. 33 − − 

計 996, 939. 25 87. 34 824, 179. 21 72. 21 

国有地 普 通 財 産 7, 088. 52 0. 62 5, 702. 00 0. 50 

合    計 1,004,027.77 87.96 829,881.21 72.71 

測 量 増 減 27, 686. 79 2. 43 − − 

総     計 1,141,411.96 100.00 1,141,411.96 100.00 

② 郡山中央土地区画整理事業 

本地区は， 道路， 公園等の公共施 設が未整備のま ま 宅地化が進み， 居住環境と 都市

機能が 阻害さ れて い る 状況に あ る 。  

こ のた め ， 都市計画道路松尾城線 （ 幅員 17ｍ ） ほか４ 路線を 含め た 公共施設の整備

改善を 図る と と も に ， 居住環境の良好な 住宅地と し て の機能を 十分発揮で き る よ う な

土地利 用を 図る た め ， 土地区画整理事業を 行っ て い る 。  

ま た ， 土地区画整理事業と 併行し て ， 地区内を 流れる 二級河川甲突川及び 油須木川

の河川 改修を 行い ， 水害等の災害に 強い ま ち づ く り を 行う こ と と し て い る 。  

平成７ 年４ 月３ 日に 区域に つ い て 都市計画決定を 行い ， 平成８ 年３ 月 29日に 事業計

画を 決 定し た 。 令和５ 年３ 月15日に は， 第８ 回目の事業計画の変更を 行っ た 。  

総事業費 17, 740, 000千円 

国庫補助金      3, 777, 916千円 総面積    462, 459㎡ 

市町村負担金     3, 318, 417千円 事業年度 

内 訳 公共施設管理者負担金 2, 662, 317千円 平成７ 年度〜令和11年度 

市単独費       6, 105, 180千円 ※清算期間含ま ず 。  

地方特定道路     1, 145, 000千円  工事概成 令和８ 年度予定 

保留地処分金      731, 170千円  換地処分 令和11年度予定 
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土地 の種 目別 対照 表            （ 令和 ５ 年 ３ 月15日事 業計画 変 更） 

種     目 
施   行   前 施   行   後 

地 積（ ㎡）  割合（ ％）  地 積（ ㎡）  割合（ ％）  

公 

共 

用 

地 

国
有
地 

道 路 26, 799. 18 5. 80 22, 426. 87 4. 85 

河 川 23, 734. 11 5. 13 34, 708. 35 7. 51 

水 路 6, 765. 40 1. 46 264. 98 0. 06 

計 57, 298. 69 12. 39 57, 400. 20 12. 42 

団
体
所
有
地 

地
方
公
共 

道 路 22, 541. 06 4. 87 86, 860. 23 18. 78 

公 園 − − 22, 310. 34 4. 83 

河 川 − − − − 

計 22, 541. 06 4. 87 109, 170. 57 23. 61 

合   計 79,839.75 17.26 166,570.77 36.03 

宅 
 

 
 

 

地 

民 
 

有 
 

地 

田 148, 387. 41 32. 09 

277, 188. 47 59. 93 

畑 15, 222. 00 3. 29 

宅 地 117, 734. 99 25. 46 

公 衆 用 道 路 1, 010. 44 0. 22 

雑 種 地 29, 476. 21 6. 37 

計 311, 831. 05 67. 43 

公
有
地 

国 有 地 1, 987. 99 0. 43 

県 有 地 656. 90 0. 14 

市 有 地 68, 143. 55 14. 74 

計 70, 788. 44 15. 31 

合    計 382,619.49 82.74 

保 留 地 − − 18, 700. 00 4. 04 

測 量 増 減 − − − − 

総     計 462,459.24 100.00 462,459.24 100.00 

③ 谷山駅周辺地区土地区画整理事業 

本地区は， 旧谷山市域の中心地と し て の役割を 担っ て き た 地区で あ り ， 本市の副都

心核と な る 地区で あ る 。 し かし な がら ， 周辺新市街地が発展す る 反面， 本地区で は道

路， 駅前広場等のイ ン フ ラ が未整備で あ り ， 国道 225号沿い や市道春日線沿い に お け る

活力が 低下し て い る 状況に あ る 。  

そ こ で ， Ｊ Ｒ 指宿枕崎線の鉄道高 架化事業と 併せて 幹線道路， 駅前広場， 公園の整

備と 密 集住宅地に お け る 生活環境の改善等の一体的な ま ち づ く り を 行い ， 副都心核と

し て 魅 力あ る 都市空間の形成や都市機能の集積を 図る た め ， 土地区画整理事業を 行っ

て い る 。  

平成18年７ 月７ 日に 区域に つ い て 都市計画決定を 行い ， 平成 20年３ 月21日に 事業計

画を 決 定し た 。 令和６ 年２ 月27日に は， 第６ 回目の事業計画の変更を 行っ た 。  

総事業費 26, 755, 000千円 

国庫補助金   9, 659, 265千円 総面積    153, 413㎡ 

市町村負担金  9, 650, 765千円 事業年度  

内 訳 地方特定道路     12, 400千円 平成19年度〜令和９ 年度 

市単独費    7, 431, 845千円 ※清算期間含ま ず 。  

鉄道負担金      725千円  工事概成  令和６ 年度  

換地処分 令和９ 年度予定 
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土地 の種 目別 対照 表            （ 令和 ６ 年 ２ 月27日事 業計画 変 更） 

種     目 
施   行   前 施   行   後 

地 積（ ㎡）  割合（ ％）  地 積（ ㎡）  割合（ ％）  

公 

共 

用 

地 

国
有
地 

道 路 2, 150. 25 1. 40 6, 893. 14 4. 49 

河 川 2, 880. 92 1. 88 2, 880. 92 1. 88 

水 路 369. 47 0. 24 56. 53 0. 04 

計 5, 400. 64 3. 52 9, 830. 59 6. 41 

団
体
所
有
地 

地
方
公
共 

道 路 15, 848. 79 10. 33 49, 914. 05 32. 54 

公 園 − − 4, 670. 04 3. 04 

河 川 − − − − 

水 路 400. 72 0. 26 − − 

計 16, 249. 51 10. 59 54, 584. 09 35. 58 

合   計 21, 650. 15 14. 11 64, 414. 68 41. 99 

宅 
 

 
 

 

地 

民 
 

有 
 

地 

田 1, 439. 00 0. 94 

88, 998. 37 58. 01 

畑 7, 080. 82 4. 62 

宅 地 98, 337. 37 64. 10 

山 林 184. 00 0. 12 

公 衆 用 道 路 865. 49 0. 56 

雑 種 地 357. 77 0. 23 

鉄 道 用 地 12, 623. 79 8. 23 

計 120, 888. 24 78. 80 

公
有
地 

市 有 地 1, 873. 30 1. 22 

県 有 地 2, 859. 61 1. 86 

開 発 公 社 3, 002. 88 1. 96 

計 7, 735. 79 5. 04 

合   計 128, 624. 03 83. 84 88, 998. 37 58. 01 

保 留 地 − − − − 

測 量 増 減 3, 138. 87 2. 05 − − 

総     計 153, 413. 05 100. 00 153, 413. 05 100. 00 

④ 谷山第三地区土地区画整理事業 

本地区は， 道路， 公園等の公共施 設が未整備な ま ま 市街化が進み， 居住環境の悪化

や救急 活動及び 防災面の問題， ま た ， 県道小山田谷山線の朝夕の交通渋滞， 歩行者の

安全確 保等多く の課題が生じ て い る 。  

そ こ で ， 惣福御所下線や向川原惣 福線等の都市計画道路や区画道路， 公園， 水路等

の公共 施設を 整備し ， 居住環境の良好な 住宅地と し て の土地利用を 図る た め， 土地区

画整理 事業を 行っ て い る 。  

平成20年９ 月26日に 区域に つ い て 都市計画決定を 行い ， 平成 23年10月14日に 事業計

画を 決 定し た 。 令和７ 年２ 月27日に は， 第３ 回目の事業計画の変更を 行っ た 。  

総事業費 38, 300, 000千円 

国庫補助金  13, 673, 500千円 総面積    348, 818㎡ 

内 訳 市町村負担金  13, 673, 500千円 事業年度 

保留地処分金   385, 500千円 平成23年度 〜令和15年度  

市単独費   10, 567, 500千円 ※清算期間含ま ず 。  

工事概成 令和13年度予定 

換地処分 令和15年度予定 
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土地の種目別対照表              （ 令和７ 年２ 月27日事業計画変更） 

種     目 
施   行   前 施   行   後 

地 積（ ㎡）  割合（ ％）  地 積（ ㎡）  割合（ ％）  

公 

共 

用 

地 

国
有
地 

道 路 − − − − 

河 川 6, 488. 72 1. 86 6, 488. 72 1. 86 

公 園 − − − − 

計 6, 488. 72 1. 86 6, 488. 72 1. 86 

団
体
所
有
地 

地
方
公
共 

道 路 31, 864. 87 9. 14 86, 632. 81 24. 83 

公 園 172. 00 0. 05 10, 465. 30 3. 00 

緑 地 − − − − 

水 路 4, 097. 23 1. 17 5, 682. 90 1. 63 

計 36, 134. 10 10. 36 102, 781. 01 29. 46 

合   計 42, 622. 82 12. 22 109, 269. 73 31. 32 

宅 
 

 
 

 

地 

民 
 

有 
 

地 

田 11, 785. 84 3. 38 
 

67. 60 

畑 35, 789. 11 10. 26 

宅 地 228, 692. 59 65. 56 

山 林 91. 00 0. 03 

原 野 384. 00 0. 11 

雑 種 地 10, 429. 83 2. 99 

公 衆 用 道 路 4, 593. 04 1. 32 

基 地 404. 00 0. 12 

計 292, 169. 41 83. 77 

公
有
地 

市 有 地 279. 00 0. 08 

県 有 地 248. 80 0. 07 

国 有 地 2, 638. 00 0. 75 

計 3, 165. 80 0. 90 

合   計 295, 335. 21 84. 67 235, 798. 59 67. 60 

保 留 地 − − 3, 750. 00 1. 08 

測 量 増 減 10, 860. 29 3. 11 − − 

総     計 348, 818. 32 100. 00 348, 818. 32 100. 00 

  

235, 798. 59 
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⑤ 吉野第二地区土地区画整理事業 

本地区は， 近年， 小規模宅地造成の激化に よ る 無秩序な 市街化が急速に 進行し て お

り ， 都 市施設の不足， 生活環境の悪化， 慢性的な 交通渋滞な ど 多く の課題を 抱え て い

る 。  

そ こ で ， 都市計画道路館之馬場通 線（ 幅員 25ｍ ） ほか４ 路線や区画道路及び 公園等

の公共 施設の整備改善と 土地利用の増進を 図り ， 健康で 文化的な 生活を 営める 市街地

を 形成 す る た め ， 土地区画整理事業を 行っ て い る 。  

平成26年２ 月25日に 区域に つ い て 都市計画決定を 行い ， 平成 31年３ 月22日に 事業計

画を 決 定し た 。  

総事業費 45, 300, 000千円 

国庫補助金  11, 010, 000千円 総面積    665, 321㎡ 

内 訳 市町村負担金  16, 211, 000千円 事業年度 

保留地処分金   652, 000千円 平成30年度 〜令和22年度  

市町村単独費 17, 427, 000千円 ※清算期間含ま ず 。  

工事概成 令和20年度予定 

換地処分 令和22年度予定 

 

土地の種目別対照表              （ 平成31年３ 月22日事業計画決定） 

種     目 
施   行   前 施   行   後 

地 積（ ㎡）  割合（ ％）  地 積（ ㎡）  割合（ ％）  

公 

共 

用 

地 

国
有
地 

道 路 2, 638. 69 0. 40 2, 638. 69 0. 40 

公 園 9, 050. 00 1. 36 9, 050. 00 1. 36 

計 11, 688. 69 1. 76 11, 688. 69 1. 76 

団
体
所
有
地 

地
方
公
共 

道 路 56, 745. 63 8. 53 165, 103. 42 24. 81 

公 園 1, 492. 00 0. 22 11, 234. 01 1. 69 

河 川 324. 36 0. 05 − − 

水 路 121. 00 0. 02 − − 

計 58, 682. 99 8. 82 176, 337. 43 26. 50 

合   計 70, 371. 68 10. 58 188, 026. 12 28. 26 

宅 
 

 
 

 

地 

民 
 

有 
 

地 

畑 136, 703. 41 20. 55 
 

 

 

 

 

469, 294. 45 70. 54 

宅 地 348, 786. 88 52. 42 

山 林 4, 595. 37 0. 69 

原 野 2, 713. 00 0. 41 

墓 地 30. 00 0. 01 

境 内 地 1, 295. 44 0. 20 

公 衆 用 道 路 15, 652. 79 2. 35 

雑 種 地 13, 805. 55 2. 07 

計 523, 582. 44 78. 70 

公
有
地 

国 有 地 5, 353. 00 0. 80 

県 有 地 17, 561. 00 2. 64 

市 有 地 33, 397. 70 5. 02 

計 56, 311. 70 8. 46 

合   計 579, 894. 14 87. 16 469, 294. 45 70. 54 

保 留 地 − − 8, 000. 00 1. 20 

測 量 増 減 15, 054. 75 2. 26 − − 

総     計 665, 320. 57 100. 00 665, 320. 57 100. 00 
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10 清算（特別会計） 

清算事務は， 整理前後の土地を 評 価し ， 整理前の権利価格と 整理後の換地評価額と  

の差額 を 金銭に よ り 清算し て 事業の収束を 図る も ので あ る 。  

本市の旧市街地全域に 及ん だ 復興土地区画整理事業に つ い て は， 昭和 33年度に 清算 

特別会 計を 設定し ， 事務に 着手し た 。 そ の後， 同特別会計に 脇田， 紫原， 谷山塩屋，  

笹貫， 武・ 田上， 小松原， 桜川， 桜川第二， 谷山第一， 原良第一， 原良第二， 宇宿中  

間， 原 良第三及び 谷山第二地区を 加え ， 清算事務を 行っ て い る 。  

○ 徴収・ 交付実績 

清算事務計画面積 1, 845. 57（ ha）  

清算事務実施面積 1, 845. 57（ ha）  

（ 単位： 千円， ％）  

地 区 
面 積 

（ ha）  

令和６ 年度までの徴収金 令和７  

年度徴 

収見込 

令和６ 年度までの交付金 令和７  

年度交 

付見込 総 額 実 績 
徴収率 

（ ％）  
総 額 実 績 

交付率 

（ ％）  

復 興 地 区 1, 043. 86 1, 329, 710 1, 329, 710 100. 0 − 1, 236, 120 1, 236, 120 100. 0 − 

脇 田 50. 51 45, 386 45, 386 100. 0 − 40, 579 40, 579 100. 0 − 

紫 原 145. 66 59, 521 59, 521 100. 0 − 57, 921 57, 921 100. 0 − 

谷 山 塩 屋 19. 38 15, 084 15, 084 100. 0 − 55, 892 55, 892 100. 0 − 

笹 貫 28. 14 24, 439 24, 439 100. 0 − 87, 290 87, 290 100. 0 − 

武 ・ 田 上 63. 74 132, 110 132, 110 100. 0 − 130, 121 130, 121 100. 0 − 

小 松 原 42. 53 47, 707 47, 707 100. 0 − 47, 519 47, 519 100. 0 − 

桜 川 63. 82 65, 962 65, 962 100. 0 − 65, 689 65, 689 100. 0 − 

桜 川 第 二 32. 73 8, 526 8, 526 100. 0 − 8, 525 8, 525 100. 0 − 

谷 山 第 一 127. 80 85, 633 85, 633 100. 0 − 85, 622 85, 622 100. 0 − 

原 良 第 一 36. 87 121, 306 121, 306 100. 0 − 121, 114 121, 114 100. 0 − 

原 良 第 二 20. 38 43, 591 43, 591 100. 0 − 43, 591 43, 591 100. 0 − 

宇 宿 中 間 81. 69 96, 945 96, 945 100. 0 − 96, 889 96, 889 100. 0 − 

原 良 第 三 15. 58 28, 751 28, 751 100. 0 − 28, 439 28, 439 100. 0 − 

谷 山 第 二 72. 88 137, 101 136, 949 99. 8 101 137, 099 137, 099 100. 0 − 

計 1, 845. 57 2, 241, 772 2, 241, 620 99. 9 101 2, 242, 410 2, 242, 410 100. 0 − 

11 建築確認事務 

(1) 経  緯 

昭和25年５ 月に 制定さ れた 建築基準法は， そ の後の社会情勢の変化， 建築技術の進

歩等に よ り 実情に そ ぐ わな い 点が生じ て き た こ と な ど から ， 昭和 45年６ 月に 同法の一

部が改 正さ れた 。こ れを 受け ，本市で も 昭和 46年３ 月25日付け で 建築指導課を 設置し ，

特定行 政庁と し て ， そ れま で 県が行っ て い た 建築確認事務等を 行う こ と と な っ た 。  

そ の後， 平成10年６ 月12日の同法の一部改正（ 平成11年５ 月１ 日施行） に よ り ， そ

れま で 特定行政庁の建築主事が行っ て き た 確認・ 検査業務が， 新た に 国土交通大臣又
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は都道 府県知事が指定し た 民間機関（ 指定確認検査機関） で も 行え る よ う に な っ た 。  

平成18年６ 月21日の同法の一部改正（ 平成19年６ 月20日施行） で は， 一定規模以上

の建築 物に つ い て 都道府県知事又は都道府県知事が指定す る 構造計算適合性判定機関

に よ る 構造計算審査や， ３ 階建以上の共同住宅に つ い て の中間検査が義務付け ら れる

こ と と な っ た 。  

な お ， 本市で は同法で 定めら れて い る も の以外に ， 不特定多数の者が利用す る 施設

の安全 を 確保す る た め ， ３ 階建以上で かつ 延べ面積が 500㎡を 超え る 劇場・ 病院・ 福祉

施設・ 学校等に つ い て も ， 中間検査の対象と し て い る 。  

(2) 実  績 

① 建築許可・確認申請等                    （ 単位 ： 件 ） 

区 分           年 度 令和２  令和３  令和４  令和５  令和６  

許 可 等 申 請 

（ う ち 仮 使 用 認 定 申 請 ）  

79 

( 4)  

72 

( 2)  

84 

( 2)  

77 

( 5)  

87 

( 2)  

建 築 物 等 確 認 申 請  

（ う ち 計 画 通 知 ）  

418 

( 62)  

392 

( 53)  

404 

( 41)  

329 

( 62)  

328 

( 59)  

合       計 497 464 488 406 415 

② 違反建築物取扱件数及び是正件数 

建築 パト ロ ー ルに よ り 違反 工事 の早 期発 見に 努め ， 現 場指 導を 実施 す る と と も に ，

違反建 築物防止週間に ， 市民へのＰ Ｒ を 行っ て い る 。 建築工事に 対す る 一般市民の関

心は高 く ， 相談， 通報等に よ る 現場調査が多く な っ て い る 。  

（ 令和６ 年度 単位： 件）  

違  反  の  内  容 件 数 
処分又は 

是正完了 
未 了 

建築基準法第６ 条違反 （ 確 認 申 請 手 続）  0 0 0 

建築基準法第27条違反 （ 防火構造・ 耐火構造等）  0 0 0 

建築基準法第20条違反 （ 構 造 耐 力 上 の 規 定 ）  2 2 0 

建築基準法第48条違反 （ 用途地域内の建築制限）  0 0 0 

建築基準法第52条違反 （ 容 積 率 制 限）  0 0 0 

建築基準法第85条違反 

第 ５ 項 違 反 
（ 仮  設  許  可）  0 0 0 

建築基準法第89条違反 （ 確 認 表 示 板 未 掲 示 ）  8 8 0 

合        計 10 10 0 

12 住  宅 

本市の住宅状況は， 令和５ 年10月１ 日現在の住宅土地統計調査に よ る と ， 下表のと

お り 住 宅総数が世帯数（ 285, 620世帯） を 上回っ て お り ， 戸数面で は充足し て い る 。  

住宅数                             （ 単位： 戸）  

住宅総数 居住世帯あり  
居住世帯なし  

空き家 建築中 一時現在者のみ 計 

334, 270 281, 660 52, 610 280 1, 240 54, 130 

※標本調査による推計値であるため， 表中の個々の数値の合計が必ずし も総数と は一致し ない。  



- 335 - 

(1) 市営住宅等 

市営住宅は， 市民生活の安定と 社 会福祉の増進に 寄与す る た め に ， 低額所得者等に

対し て 賃貸す る 住宅で あ る 。  

本市で は， 良質な 住宅ス ト ッ ク の形成を 図る た め ， 耐用年数や居住水準を 考慮し な

がら 昭 和57年度から 建 て 替え を 進めて お り ， 令和７ 年度から は， 多様な ニ ー ズ に 対応

す る 市 営住宅の再編を 検討し ， 建 て 替え 等を 推進す る と と も に ， 余剰地を 早期活用す

る こ と で ， 高齢化が進む団地等の活性化に 取り 組ん で い る 。  

ま た ， 平成15年度から 既存の市営住宅の有効活用を 図る た め ， 全面的改善（ 平成26

年度完了） や個別改善を 行う 市営住宅ス ト ッ ク 総合改善事業に 取り 組ん で い る 。  

こ れら 市営住宅の整備に あ た っ て は， バリ ア フ リ ー 対策の充実を 図る こ と を 基本と

し ， 世 帯構成を 考慮し た 住宅の供給な ど ， 少子高齢社会の進行を 踏ま え た 対応を 図っ

て い る 。  

ま た ， 地域活性化の一助と す る た め， 平成９ 年度から は， 市街化調整区域の指定既

存集落 で ， 既存集落活性化住宅建設事業（ 令和５ 年度完了） に ， 平成20年度から は，

合併前 の５ 町地域で ， 地域活性化住宅建設事業（ 令和２ 年度完了） に 取り 組ん で き た

と こ ろ で あ る 。  

こ れら の住宅は， 地域内の小学校の児童数確保のた め ， 主に 若い 世帯を 入居対象と

し て い る が， 入居後相当年数が経過す る と ， 入居者に 児童がい な く な り ， 事業の実効

性が確 保で き な く な る こ と から ， 平成22年度から は定期借家制度（ 期限付入居） を 導

入し て い る 。  

平成25年度から は， 未就学児のい る 子育て 世帯の居住の安定確保等を 図る た め ， 子

育て 仕 様住戸や子育て 支援住宅（ 平成30年度完了） の整備を 進め て い る 。  

令和３ 年度から は， 市営住宅の敷地や 空き 住戸等の有効活用を 図る 市営住宅有効活

用事業に 取り 組ん で お り ， 令和５ 年度に ， 本市の住宅政策の基本的な 方向性を 示す 住

生活基 本計画を 策定し た 。 同計画に 基づ き ， 令和６ 年度から は， 本市に 住み続け た い

子育て 世帯の住替費用に 補助す る 子育て 世帯住替支援事業や， 高齢者等が安心し て 住

ま い を 確保で き る 環境を 整備す る 住宅確保サポ ー ト 事業に 取り 組ん で い る 。  

さ ら に ， 優良な 民間賃貸住宅等に 対し て 一定の範囲で 助成し ， 公的住宅と し て 活用

す る 優 良賃貸住宅供給促進事業（ 令和６ 年度完了） に 取り 組ん で き た と こ ろ で あ る 。  

令和元年度から は， 市営住宅等の 管理業務等に 指定管理者制度を 導入し て い る 。  

① 戸  数 （ 令和 ７ . ４ . １ 現在）                （ 単位 ： 戸 ） 

住宅種別 

令和６ 年度完成戸数 令和７ 年度建設計画戸数 
令和７ 年度末 

予 定 

管 理 戸 数 

用 途 

廃 止 

滅 失 

令和６ 年度 

完   成 

用 途 

廃 止 

滅 失 

令和５ 年度 

着   工 

（ 複数年）  

令和７ 年度 

着   工 

（ 単 年）  

令和７ 年度 

着   工 

（ 複数年）  

公 営 0 0 60 40 0 116 10, 582 

特 公 賃 0 0 0 0 0 0 19 

改 良 0 0 0 0 0 0 137 

更 新 0 0 0 0 0 0 188 

そ の 他 0 0 0 0 0 0 11 

計 0 0 60 40 0 116 10, 937 

（ 注） 公営（ 公営住宅） …公営住宅法に 基づ き 供給す る 住宅  

特公賃（ 特定公共賃貸住宅） …特定優良賃貸住宅の供給の促進に 関す る 法律に
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基づ き 市が直接供給す る 住宅 

改良（ 改良住宅） …住宅地区改良法に 基づ き 供給す る 住宅  

更新（ 更新住宅） …改良住宅等改善事業制度要綱に 基づ き 供給す る 住宅  

そ の他（ そ の他住宅） …公営住宅， 特定公共賃貸住宅， 改良住宅及び 更新住宅

以外の住宅 

入居収 入基準及び 住宅使用料                （ 令和７ ．４ ．１ 現在）  

公 営 住 宅 

諸控除後月収 158, 000円以下 

※裁量階層は， 214, 000円以下 

※裁量階層（ 子育て 世帯） は， 25, 900円以下 

特 公 賃 住 宅 
諸控除後月収 158, 000円以上487, 000円以下 

（ た だ し ， 50歳未満の場合は104, 000円以上）  

改 良 住 宅 諸控除後月収 114, 000円以下 ※裁量階層は， 139, 000円以下 

住宅使 用料は毎年度，入居者の収入に 基づ き ，近傍同種の住宅の家賃以下で 算出す る 。  

＝家賃 算定基礎額×市町村立地係数×規模係数×経過年数係数×利便性係数  

（ 収入に よ り 異な る 。）           （ 各住戸で 異な る 。）  

※裁量階層： 入居者が身体障害者 で あ る 場合な ど 条例で 定め る 者  

② 建設実績・計画 （ 令和７ . ４ . １ 現在）       （ 単位： 千円）  

令和６ 年度実績  令和７ 年度計画  

事業費 交付金 市 費 事業費 

693, 151 197, 019 324, 500 1, 538, 030 

③ ストック総合改善実績・計画 （ 令和６ . ４ . １ 現在）（ 単位： 千円）  

令和６ 年度実績  令和７ 年度計画  

事業費 交付金 市 費 事業費 

357, 742 116, 318 198, 600 373, 691 

 

④ 構造別現況                     （ 令和７ ．４ ．１ 現在）  

種    別 戸    数 
構   造   別   （ 戸）  

木 造 簡 平 簡 二 低 耐 中 耐 高 耐 

公 営 住 宅 10, 602 318 28 16 96 8, 616 1, 528 

特 公 賃 住 宅 19 ４  0 0 0 15 0 

改 良 住 宅 137 0 0 0 0 87 50 

更 新 住 宅 188 0 0 0 0 61 127 

そ の 他 住 宅 11 11 0 0 0 0 0 

計 10, 957 333 28 16 96 8, 779 1, 705 
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(2) 市域内の住宅・団地等 

① 住  宅（公的住宅）                （ 令 和 ７ . ４ . １ 現在 ） 

所 管 区 分 賃貸戸数 分譲戸数 主な 団地数 事業開始 

市 営 住 宅 10, 957 0 76 昭和21年度 

県 営 住 宅 4, 583 0 21   27 〃 

県 住 宅 供 給 公 社 122 3, 646 25   38 〃 

合   計 15, 662 3, 646 122  

 

② 宅地開発              （ 令和 ７ . ４ . １ 現 在 ５ ha以上 の 団地 ） 

事  業  区  分 団 地 数 団地面積（ ha）  計画戸数（ 戸）  

公 
 

営 

市 ２  33. 08 643 

（ 旧） 開 発 事 業 団 ８  494. 71 14, 458 

（ 旧） 市 住 宅 公 社 ４  274. 50 11, 324 

県 住 宅 供 給 公 社 ４  199. 26 5, 516 

小    計 18 1, 001. 55 31, 941 

民 間 事 業 者 32 734. 85 21, 432 

組 合 施 行 区 画 整 理 事 業 12 537. 62 10, 225 

合        計 62 2, 274. 02 63, 598 

13 建築物の維持保全 

(1) 公共建築物ストックマネジメント事業 

・ 事業 目的 

既存公共建築物（ 学校， 市営住宅， 公営企業を 除く ） に つ い て ， 中長期の視点に 立

っ た 計 画的で 効率的な 維持保全を 行い ，建築物の機能維持に よ る 市民サー ビ ス の確保，

長寿命 化， 維持保全コ ス ト の縮減と 平準化を 図る 。  

・ 事業 内容 

計画的で 効率的な 維持保全を 図る た め ， 建築物ご と の保全計画の作成及び 同計画に

基づ く 改修工事の支援等を 行う と と も に ， 日常点検の推進や保全ニ ュ ー ス の配信等に

よ る 施 設管理者等への維持保全に 関す る 情報の提供を 行う 。  

・ 予算額 令和７ 年度 13, 313千円 

14 建築物の環境対策 

(1) 公共建築物省エネルギー推進事業 

・ 事業 目的 

「 ゼ ロ カ ー ボ ン シ テ ィ かご し ま 」 の実現に 向け て ， 公共建築物に お け る 省エ ネ ルギ

ー を 推進す る 。  

・ 事業 内容 

公共建築物に お け る 省エ ネ ルギ ー を 推進す る た め ， 設備機器の運転支援に 取り 組む 。 

① 省エネルギー運転支援 
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運転支援に よ り ， 平成 25年度比で 電気使用量 12％削減を 目指す 。  

令和７ 年度対象施設： 伊敷支所， 皇徳寺福祉館な ど 20施設 

② 民間への情報提供 

民間への普及を 図る た め ， 取組内容に つ い て 情報提供を 行う 。  

・ 予算 額 令和７ 年度 3, 967千円 

15 土  木 

(1) 市域内道路現況 

（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

種   目 
実延長 

（ ㎞）  

面 積 

（ ㎡）  

舗   装 
未舗装 

延長( ㎞)  

簡易舗装 

二種( 防塵)  

延長（ ㎞） 

砂利道 

延長( ㎞)  延長（ ㎞） 
延長舗装率 

（ ％）  

国 道 100. 13 2, 214, 135 100. 13 100. 00% 0. 00 0. 00 0. 00 

県 道 285. 54 5, 624, 519 285. 54 100. 00% 0. 00 0. 00 0. 00 

内

訳 

主要地方道 186. 29 3, 759, 654 186. 29 100. 00% 0. 00 0. 00 0. 00 

一般地方道 99. 25 1, 864, 865 99. 25 100. 00% 0. 00 0. 00 0. 00 

市 道 2, 690. 40 21, 098, 376 2, 659. 00 98. 83 31. 40 0. 00 31. 40 

計 3, 076. 07 28, 937, 030 3, 044. 67 98. 98 31. 40 0. 00 31. 40 

(2) 市  道 

① 幅員別状況                （ 令 和７ . ４ . １ 現 在 単位 ： ㎞ ） 

実延長 

規 格 改 良 済 未  改  良 

車道19. 5ｍ 

以   上 

車道13. 0ｍ 

以   上 

車道5 . 5 ｍ 

以   上 

車道4 . 0 ｍ 

以   上 

車道4 . 0 ｍ 

未   満 

車道5 . 5 ｍ 

以   上 

車道4 . 5ｍ 

以   上 

車道3 . 5ｍ 

以   上 

車道3 . 5 ｍ 

未   満 

2, 690. 40 10. 40 40. 17 780. 29 995. 62 429. 77 9. 12 14. 09 42. 37 368. 57 

 

② 舗装種類別状況            （ 令和 ７ . ４ . １ 現在  単位 ： ㎞ ， ％ ） 

実延長 
セメ ント 系 

舗   装 

アスフ ァ ルト 系舗装 
延長舗装率 

簡易二種 

（ 防塵）  
砂利道 

高級 簡易（ 一種） 

2, 690. 40 87. 87 104. 11 2, 467. 01 98. 83％ 0. 00 31. 41 

（ 注） ア  市道簡易舗装二種（ 防塵舗装） を 含めた 延長舗装率  98． 83％ 

イ  市道路線総数 8, 776 

（ 市街地区 2, 468 吉野地区  853 伊敷地区 803 田上地区 904 

東桜島地区  86 谷山地区 2, 410 吉田地区 212 桜島地区  255 

喜入地区  379 郡山地区  148 松元地区 258）  

③ 市道認定の条件 

市道に 認定す る 路線は， 法令に 定め があ る も のを 除き ， 次に 掲げ る 要件のい ず れ

かに 該当す る も のと す る 。  

ア  交通上重要な 道路  

イ  国道， 県道又は市道のい ずれかに 連絡す る 道路  
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ウ  国道又は県道の路線変更等に よ り 本市に 引き 継がれる 道路  

エ  都市計画法（ 昭和43年法律第100号），土地区画整理法（ 昭和29年法律第119号），

都市再開発法（ 昭和44年法律 第38号），新住宅市街地開発法（ 昭和38年法律第134

号） 等の法令の規定に 基づ き 設置さ れた 道路で ， 法令の規定に よ り 本 市に 帰属

さ れる も の 

オ  国有財産で 道路用地と し て 本市が無償貸付け を 受け る 道路  

カ  一般の通行に 供し て い る 道路で ， 本市が無償で 取得で き る も の  

キ  小学校区ご と に 設置さ れた ス ク ー ルゾ ー ン 委員会が指定す る 通学通園路又は

公共施設に 連絡す る 道路 

な お ， 市道認定路線の構造条件等， 市道路線認定の申請手続等に つ い て は， 別に

定め て い る 。  

(3) 道路側溝の改良状況 

（ 単位： ｍ ）  

年度 

区分 
令和２  令和３  令和４  令和５  令和６  

市 街 地 区 3, 698 2, 143 2, 170 1, 823 760 

吉野・ 東桜島地区 487 194 516 563 362 

伊 敷 地 区 760 184 260 428 280 

田 上 宇 宿 地 区 580 77 196 0 0 

吉 田 地 区 2, 380 178 424 562 77 

桜 島 地 区 1, 467 1, 732 1, 209 664 497 

松 元 地 区 479 404 766 414 231 

郡 山 地 区 498 482 305 341 412 

谷 山 地 区 2, 120 666 895 429 581 

喜 入 地 区 681 572 490 715 598 

施 工 延 長 13, 150 6, 632 7, 231 5, 939 3, 798 

(4) 道路新設改良状況 

（ 単位： ｍ ）  

年度 

区分 
令和２  令和３  令和４  令和５  令和６  

市 街 地 区 868 1, 055 894 424 519 

吉野・ 東桜島地区 289 123 804 173 522 

伊 敷 地 区 291 118 416 417 408 

田 上 宇 宿 地 区 0 0 105 0 0 

吉 田 地 区 372 0 0 23 108 

桜 島 地 区 0 0 0 0 0 

松 元 地 区 392 243 296 460 92 

郡 山 地 区 380 333 60 182 113 
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谷 山 地 区 1, 452 207 272 534 326 

喜 入 地 区 624 433 385 445 336 

施 工 延 長 4, 668 2, 512 3, 232 2, 658 2, 424 

(5) 橋梁現況 

（ 令和７ . ４ . １ 現在 単位： ｍ ）  

地 区 別 
永  久  橋  木     橋 計 

橋数 延  長 橋数 延  長 橋数 延  長 

市 街 地 区 120 3, 534. 5 0 0 120 3, 534. 5 

吉 野 地 区 24 310. 4 0 0 24 310. 4 

東 桜 島 地 区 6 93. 4 0 0 6 93. 4 

伊 敷 地 区 81 1, 223. 4 0 0 81 1, 223. 4 

田 上 地 区 40 796. 2 0 0 40 796. 2 

吉 田 地 区 66 698. 7 0 0 66 698. 7 

桜 島 地 区 29 358. 0 0 0 29 358. 0 

松 元 地 区 35 838. 5 0 0 35 838. 5 

郡 山 地 区 49 626. 4 0 0 49 626. 4 

谷 山 地 区 127 2, 740. 9 0 0 127 2, 740. 9 

喜 入 地 区 96 779. 0 0 0 96 779. 0 

合 計 673 11, 999. 4 0 0 673 11, 999. 4 
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(6) 国・県施行土木事業の負担金 

（ 令和６ 年度）  

事業 

区分 
事  業  名 

負  担  割  合 市負担金 

（ 千円）  国 県 市 

港

湾

関

係 

国 直 轄 港 湾 改 修 事 業 6. 325/10 2. 75625/10 0. 91875/10 421, 670 

県施行港湾施設改良費統合補助事業 

（ 施設の機 能復 旧のた め の事業 ）  
1/3 1. 6/3 0. 4/3 16, 000 

県施行港湾施設改良費統合補助事業 

（ 施設の機 能向 上のた め の事業 ）  
1/3 1. 2/3 0. 8/3 54, 400 

県施行鹿児 島港 長寿命化対策事業 − 8/10 2/10 20, 000 

急

傾

斜

地

砂

防

関

係 

急傾斜地崩壊対策事業（ 公共大規模）  4. 75/10 4. 75/10 0. 5/10 9, 000 

    〃     （ 公共その他）  4. 5/10 4. 5/10 1/10 4, 000 

    〃     （ 一般大規模）  4. 5/10 4. 5/10 1/10 17, 950 

    〃     （ 一般その他）  4/10 4/10 2/10 46, 000 

    〃     （ 一般緊急改築）  4. 5/10 4. 5/10 1/10 24, 200 

県 単 砂 防 事 業 − 9/10 1/10 4, 000 

道

路

関

係 

県 単 道 路 整 備 事 業 （ 防 塵 舗 装 ）  − 9/10 1/10 0 

    〃     （ 改   良）  − 9/10 1/10 53, 000 

    〃     （ 街   路）  − 9/10 1/10 2, 000 

県施行地方特定道路整備事業（ 改良）  − 9. 5/10 0. 5/10 0 

県施行街路事業（ 交通安全対策事業（ 通学路緊急対策））  5. 5/10 3. 5/10 1/10 33, 950 

(7) 広木駅自動車駐車場 

平成21年３ 月14日， Ｊ Ｒ 広木駅前に 道路の付属物と し て 設置し た 自動車駐車場の 供

用を 開 始し ， 併せて 駐車料金の徴収に 関す る 条例を 制定し た 。  

収容台数 39台（ う ち 障害者等用２ 台）  

利用時間 全日 

駐車料金 ６ 時間ご と に 100円（ 駐車開始から 30分ま で は無料）  

令和６ 年度使用料収入 30, 945台（ う ち 有料駐車16, 439台）  3, 623, 300円 
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(8) 路面・水路・側溝・宅地内降灰等の清掃作業状況 

（ 令和６ 年度実績）  

区 分 作業量 
作 業 区 分 等 

浚せつ土量 搬出土量 
市単独事業 補助事業 市直営工事等 

路

面 

機 械 
㎞ 

10, 961  

㎞ 

10, 689  

㎞ 

272  

㎞ 

0  
− 

㎥ 

1, 136  

人 力 
㎥ 

0  

㎥ 

0  

㎥ 

0  

㎥ 

0  
− 

㎥ 

0  

側 溝 
㎞ 

14  

㎞ 

8  

㎞ 

0  

㎞ 

6  

㎥ 

971  
− 

公 共 下 水 道 
㎞ 

0  

㎞ 

0  
− − 

㎥ 

0  
− 

宅 地 内 降 灰 
カ所 

5, 609  

カ所 

5, 609  
− − − 

㎥ 

1, 191  

(9) 自転車等駐車場対策推進事業 

平成８ 年３ 月に ， 自転車等の駐車 対策に 関す る 条例を 制定し ， 同年 10月から 歩道や

車道， 駅前広場等の公共の場所に 放置し て あ る 自転車や原動機付自転車の撤去を 行っ

て い る 。  

鹿児島中央駅周辺に お い て は， 平 成８ 年に 自転車等駐車場を 整備す る と と も に ， 駅

周辺を 自転車等放置禁止区域に 指定し て い る 。  

天文館を 中心と す る 中央地区に お い て は， 平成 14年から 年次的に ７ カ 所の自転車等

駐車場 の設置を 行い ， 併せて そ の周辺を 自転車等放置禁止区域に 指定し て い る 。  

撤去し た 自転車等に つ い て は， 撤去し 保管し た 旨を 公示す る と と も に ， 所有者を 調

査し ， 返還に 努め て い る 。 な お ， 返還す る 際に は撤去保管料を 徴収し て い る 。  

公示の日から ６ カ 月が経過し ， 所 有権が本市に 帰属し た 自転車に つ い て は， 公用車

と し て 活用す る ほか， 市民を 対象と し た 「 リ サイ ク ル自転車フ ェ ア 」 に 出品し ， 自転

車等の 放置の防止や， 物を 大切に す る 意識の啓発並び に 資源と し て の有効活用を 図っ

て い る 。  

① 市営自転車等駐車場 

ア  有料市営自転車等駐車場  

名     称 位  置 利用方法 利用時間 

市営鹿児島中央駅東口自転車等駐車場 中央町39番１  
一時利用・ 定期利用 午前６ 時〜午後12時 

市営鹿児島中央駅西口自転車等駐車場 武一丁目７ 番３  

市営黒田踏切自転車等駐車場 西田一丁目１ 番33 定期利用 

全日 

市営東千石自転車等駐車場 東千石町３ 番44 

一時利用・ 定期利用 

市営山之口自転車等駐車場 山之口町11番２  

市営二本松自転車等駐車場 山之口町３ 番29 

市営西千石自転車等駐車場 西千石町16番11 

市営中町自転車等駐車場 中町４ 番10 

市営おつきや自転車等駐車場 東千石町17番17 一時利用 
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市営松山通自転車等駐車場 呉服町２ 番６  

イ  無料市営自転車等駐車場  

名     称 位     置 

市営南鹿児島駅自転車等駐車場 南郡元町33番20 

市営谷山電停自転車等駐車場 東谷山二丁目766番２  

市営谷山駅自転車等駐車場 谷山中央一丁目4087番６  

市営慈眼寺駅自転車等駐車場 慈眼寺町1283番３  

市営坂之上駅自転車等駐車場 坂之上四丁目4719番２  

市営喜入駅自転車等駐車場 喜入町7070番40 

市営生見駅自転車等駐車場 喜入生見町2739番12 

市営薩摩松元駅自転車等駐車場 上谷口町1049番１  

市営上伊集院駅自転車等駐車場 上谷口町1655番12 

市営宇宿駅自転車等駐車場 宇宿三丁目12番８  

市営広木駅自転車等駐車場 田上町4792番２  

市営鹿児島駅自転車等駐車場 浜町65番 

② 駐車料金等 

ア  駐車料金 

利用区分 利用時間  

駐  車  料  金 

自 転 車 

原動機付自転車 

大型自動二輪車 

普通自動二輪車 

一  時  利  用 24時 間 （ １ 回 ）   100円  150円 

定期利用 

学   生  
１ 月 1, 200円 1, 800円 

３ 月 3, 240円 4, 860円 

一   般  
１ 月 1, 500円 2, 250円 

３ 月 4, 050円 6, 070円 

③ 撤去した自転車等の返還について 

ア  自転車等放置禁止区域内で 撤去さ れて から 約２ カ 月以内の自転車等  

⒜ 返還場所 鹿児島市自転車等一時保管所  

（ 鹿児島市南林寺町30番３  電話 226−0632）  

⒝ 返還日時 年末年始（ 12月29日〜１ 月３ 日） を 除く 毎日  

午後１ 時〜午後７ 時 

イ  ア 以外の自転車等  

⒜ 返還場所 鹿児島市自転車等保管所  

（ 鹿児島市田上八丁目 28番５ 号 電話 282−7488）  

⒝ 返還日時 年末年始（ 12月29日〜１ 月３ 日） を 除く 毎日  

午後１ 時〜午後６ 時 
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ウ  撤去保管料 ア ， イ い ず れも  自転車 1, 500円 原動機付自転車 2, 000円 

④ 自転車等の撤去・返還等及び自転車等駐車場の附置義務届出状況（令和６年度） 

（ 単位： 台）  

撤             去 本  人  返  還 

放置禁止区域内 自転車等駐車場内 放置禁止区域外 

自 転 車 
原動機付 

自 転 車 

左のう ち盗難届分 

自 転 車 
原動機付 

自 転 車 
自 転 車 

原動機付 

自 転 車 
自 転 車 

原動機付 

自 転 車 
自 転 車 

原動機付 

自 転 車 

849 13 312 6 657 10 494 15 55 2 

 

リ   サ  イ  ク   ル 保      管 
附置義務 

（ 件）  市 民 へ 

の 売 却 

バイク販売 

商への売却 

公用車等と 

し て 活 用 

大学へ譲与 

（ 留学生）  
鉄く ずと し て処分 ６ か月保管中の台数 帰属後の保管台数 

自転車 
原動機付 

自転車 
自転車 自転車 自転車 

原動機付 

自転車 
自転車 

原動機付 

自転車 
自転車 

原動機付 

自転車 
届 出 完了 

193 12 20 0 889 1 760 7 316 7 0 1 

16 高速道路 

道路名 区     間  延長 備     考  

( 1)  九州縦貫自動車

道鹿児島線 

北九州市〜鹿児島市 

〔 県内〕 約67㎞ 

約345㎞ ・ 平成７ 年７ 月27日全線開通 

・ 平成16年12月11日全線４ 車線化 

（ 一部６ 車線）  

( 2)  南九州西回り 自

動車道 

 

一般国道の 

自動車専用 

道路と し て 

整備 

八代市〜鹿児島市 

〔 県内〕  

( 1)  鹿児島道路（ 鹿児島I C〜市来I C）  

① 鹿児島I C〜鹿児島西I C 

② 鹿児島西I C〜伊集院I C 

③ 伊集院I C〜市来I C 

( 2)  川内道路（ 市来I C〜薩摩川内都I C）  

① 市来I C〜串木野I C 

② 串木野I C〜薩摩川内都I C 

( 3)  川内隈之城道路（ 薩摩川内都I C〜薩摩川

内水引I C）  

① 薩摩川内都I C〜薩摩川内高江I C 

② 薩摩川内高江I C〜薩摩川内水引I C 

( 4)  阿久根川内道路 

( 5)  出水阿久根道路（ 阿久根I C〜出水I C）  

① 阿久根I C〜阿久根北I C 

② 阿久根北I C〜野田I C 

③ 野田I C〜高尾野北I C 

④ 高尾野北I C〜出水I C 

( 6)  芦北出水道路（ 出水I C〜熊本県芦北I C）

※う ち（ 熊本県水俣I C〜熊本県芦北I C）

（ 13. 3㎞） は平成９ 年２ 月整備計画決定 

約140㎞ 

 

22. 2㎞ 

( 0. 9㎞)  

( 10. 2㎞)  

( 11. 1㎞)  

13. 8㎞ 

( 7. 3㎞)  

( 6. 5㎞)  

10. 2㎞ 

 

( 6. 7㎞)  

( 3. 5㎞)  

22. 4㎞ 

14. 9㎞ 

( 4. 2㎞)  

( 4. 0㎞)  

( 2. 8㎞)  

( 3. 9㎞)  

29. 6㎞ 

 

 

・ 平成２ 年11月整備計画決定 

・ 昭和63年10月19日開通 

・ 平成10年３ 月26日開通 

・ 平成14年４ 月６ 日開通 

・ 平成３ 年12月整備計画決定 

・ 平成17年３ 月13日開通 

・ 平成19年３ 月３ 日開通 

・ 平成５ 年７ 月基本計画決定 

 

・ 平成27年３ 月７ 日開通 

・ 平成25年３ 月10日開通 

・ 平成27年４ 月整備計画決定 

・ 平成５ 年７ 月基本計画決定 

・ 平成27年３ 月29日開通 

・ 平成27年12月19日開通 

・ 平成29年３ 月11日開通 

・ 平成29年11月12日開通 

・ 平成３ 年12月基本計画決定 

( 3)  東九州自動車道 北九州市〜大分市〜宮崎市〜鹿児島市 約436㎞  
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〔 県内〕  

( 1)  鹿児島I C〜加治木JCT 

( 2)  加治木JCT〜隼人東I C（ 隼人道路）  

( 3)  隼人東I C〜国分I C 

( 4)  国分I C〜末吉財部I C 

( 5)  末吉財部I C〜曽於弥五郎I C 

( 6)  曽於弥五郎I C〜鹿屋串良JCT 

( 7)  鹿屋串良JCT〜志布志I C 

( 8)  志布志I C〜串間市 

 

28. 6㎞ 

7. 3㎞ 

4. 8㎞ 

22. 5㎞ 

11. 1㎞ 

17. 7㎞ 

19. 2㎞ 

19. 0㎞ 

 

・ 九州縦貫自動車道と 重複 

・ 平成４ 年３ 月25日開通 

・ 平成12年３ 月４ 日開通 

・ 平成14年３ 月２ 日開通 

・ 平成22年３ 月14日開通 

・ 平成26年12月21日開通 

・ 令和３ 年７ 月17日開通 

・ 平成３ 年12月基本計画決定 

17 地籍調査 

(1) 概要及び効果 

地籍 調査 は， 国土 調査 法に 基づ き ， 一筆 ご と の土 地に つ い て ， そ の 所有 者， 地番 ，

地目を 調査し ， 境界の位置と 面積の測量を 行っ て ， そ の結果を 地図及び 簿冊に 作成す

る も の で あ る 。  

そ の効果と し て は， 土地境界を 巡 る ト ラ ブ ルの未然防止， 登記手続の簡素化・ 費用

縮減， 土地の有効利用の促進， 公共事業の効率化・ コ ス ト 縮減， 公共物管理の適正化，

災害復 旧の迅速化， 課税の適正化・ 公平化等が挙げ ら れる 。  

(2) 本市の進捗状況 

（ 令和７ . ４ . １ 現在）  

 調査対象面積 
調査済面積 

（ 他事業整備含む）  
進捗率 

鹿児島市 512. 35㎢ 256. 29㎢ 50. 0％ 

※国有 林野， 湖沼等は調査対象面積に 含ま れな い 。  

※他事 業整備と は， 国土調査法第19条第５ 項に よ る 指定（ 予定を 含む 。） 及び 法務局の  

登記所備付地図作成等に よ る も ので あ る 。

 


